
商経学叢 第41巻第1号 1994年7月

三重県下のロ ー カル私鉄と大軌・

参急資本の動向(3)

武

はじめに
1. 伊勢鉄道（伊勢電鉄）の成立過程
2. 大軌・参急資本の宇治山田進出と伊勢電鉄の対

抗
3. 四日市銀行の休業と主要投資先伊勢電鉄の混乱

（以上前々号）
4. 伊勢電鉄の整理と大軌・参急資本による名古屋

進出 （以上前号）
5. 戦時交通統制と大軌・参急資本の動向

おわりに

5 戦時交通統制と大軌・参急資本

の動向

(1) 「大軌プロック」＝「関西急行プロック」

の形成

1932年国鉄城東線（現JR大阪環状線）が高

架化されたことに伴って， 大軌は鶴橋駅を移設

し， 高架化して国鉄線と連絡した。 また1937年

3月に鶴橋• 今里間も高架化を完成させた (296) 0 

さらに， 1938年8月からは信貴山急行電鉄の経

営管理に あたる など， 着々と体制を固めてい
t- (297) 

゜

わが国では， 1930年初めから都市交通統合へ

の動きがみられ， さらに1935年前後には行政的

勧奨が行われるに至ったが， 行論との関わりで

いえば， 1938年4 月国家総動員法公布とほぼ時

を同じくして陸上交通事業調整法が制定された

意義は大きい。 この法律は鉄道とバスを対象と

し， 主務大臣は両者の間の競合や競争が激しい

(296) 同上（「近畿日本鉄道80年の歩み」），74頁。1933
年2月国鉄城東線天王寺・大阪間で電車運転が開
始された。

(297) 同上, 70頁。
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場合には交通事業調整委員会の意見を聞いて関

係事業者に対し合併の勧告や譲渡の命令等を行

うことができるとしていたから， 同法制定以前

と以後では統合の経緯も大きく異なると思われ

る。 つまり前者， 第 1段階では企業間の自主的

な統合への取り組みが行われたのであり， これ

までみてきた大阪から名古屋への進出をめざす

大軌・参急資本による動きはその一例である。

そこでは行政指導を受けながらも， 参急が伊勢

電を合併し， 別に関急電鉄を設立して名古屋へ

の進出を果たしたのであった。 中には乗っ取り

というような 形で巨大化していくケ ースもあ

る。 これに対し， 後者， 第2段階では乗っ取り

を避けて政府の手で統合を行わせるところに目

的があったといえる。 さきの法律は， 1938年8

月から実施され， 交通事業調整委員会が設置さ

れたのである。 この統合の対象地域となったの

は東京，大阪，富山，香川，福岡の5地域であり，

いずれの地域も統合が実施された。 陸上交通事

業調整法による統合を進めていく間に， 世の中

は次第に戦時統制の色彩が強まっていった。 平

時立法で ある 陸上交通事業調整法に続いて，

1940年2月には国家総動員法に基づく勅令とし

て陸運統制令が制定公布された。 これによって

鉄道大臣は貨物運送に関する各種命令を出せる

ようになるが， さらに194 1年11月陸運統制令は

全面改正公布され， 鉄道， 軌道， 自動車全般に

わたるものとして統制が強化されていくのであ

る。 この全面改正は太平洋戦争突入直前のこと

であり， 競争原理を否定した戦時統制の意味合

いが次第に明確になってくるのであった。 ただ

この前年の1940年12月の企業体制の確立と公益
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俊先を標榜した経済新体制確立要綱策定前後を

含めたこの時期は， 未だ強制力を持っていたと

はいえず， 従来より行政の介入は強まったもの

の， 基本的には「自治的統合」の段階に止まって

いたと思われる。 その限界が露呈し， また戦局

が悪化していく中で， 1943年後半以降， 戦時交

通統制は 最終段階を迎えたと みるべきで あろ

う。 詳しくは後述するが， 第2段階は第1段階

よりいっそう統制色の強まった 「自治的統合」

の段階と「強制的統合」の最終段階に細分化し

て考えるのが妥当ではなかろうか(298)。 以上の

(298) これらについては， 中西健一， 前掲書， 第7
章， 原田勝正「戦時体制下の鉄道論」（運輸経済
研究センタ ー編 『鉄道政策論の展開J 白桃書房，
1988年）， 和久田康雄「交通統制と 鉄道」（前掲
「日本の鉄道一成立と展開ー」）などを参照。

最近のものでは， 門上光夫「交通統制史論の展開
—＋五年戦争期の陸運統制に則して＿」（京
都民科歴史部会『新しい歴史学のためにJ No. 211 

1993年7月）がある。
陸上交通事業調整法の立案責任者であった鈴木

清秀は，前掲書において「たとえ同法の効果が当
時の物資不足，統制思想とによって，拍車をかけ
られた事実があるにしても，決して戦時立法では
なく，資本主義経済に現われる弊害を修正除去す
ることを目標とする 思想に基ずくもので ある」
（序3頁）として， 一貫して 「交通統制」という
用語を避け， 「交通調整」という 言葉を使用して
いる。 その過程は，とくに第二編交通調整に詳し
い。 そこでは． 「交通調整は， 交通統制と同義語
である」としながらも， 「鉄道省が， 交通統制の
語を避け， 交通調整としたのは， 当時起りつつあ
った戦時統制経済のイデオロギ ーから出発したも
のでなく， 長年に亘る交通事業の競争による弊害
を除去し，公衆の利便に資することを目的とする
実際面から 出たものであるから」(39頁）と述べ
ている。

陸上交通事業調整法制定以前の動きをみておく
と， 三土忠造鉄道大臣の合同促進の訓示に刺激さ
れて，1935年前後には経営者の団体である鉄道同
志会や東京商工会議所， 都市（問題）研究会，大
阪電鉄 連合会が それぞれ 統制案を公表している
（同上，50頁以下）。なお鉄道同志会は，1942年5

月鉄道軌道統制会の成立により解散する （私鉄経
営者協会 『鉄道同志会史」1956年，224-225頁）。
大阪電鉄連合会は，1934年10月大阪電気局および
阪神・阪急・京阪· 大軌・南海・阪和・大鉄・阪
堺の各電鉄 会社が加盟して 組織されたものであ
り，とくに大蔵公望， 大槻信治の 2 人に委嘱して
具体案を作成することにした。大蔵公望『大阪地
方交通統制に関する報告書」(1936年），同『大阪

ことを念頭におきながら， 次に戦時交通統制期

における大軌・参急資本の動きを， 戦時下の輸

送実態などにも言及しながらみていこう。

まず行論に必要な限りにおいて， 四日市方面

の工場誘致について見通しをたてておこう。 四

日市市における公有水面埋立による工業地帯の

造成は， 四日市港修築事業絡みで進行したこと

はいうまでもない。 明治末期に始まった第1 期

修築工事および1929年に着工された第2期修築

工事はともに公営事業であり， 次の第3期修築

工事は民営で， 1938年設立の四日市築港土地株

式会社が工業港の修築と工場用地の造成など，

四日市臨海工業地帯造成の中枢的事業を担った

とみられる。

岡田知弘氏の鋭い指摘によると， その後四日

市市の工場誘致活動は 2 段階で進んだ。 第1 段

階は1932年から1935年にかけてであり， 主とし

て羊毛工場の誘致が行われた。 第2段階は1935

年以降であり， 「重化学工業基軸の臨海工業地

帯化」へ向けての 動きが本格化する 時期であ

る。 とくに1934年に市長に就任した吉田勝太郎

は積極的な工場誘致活動を行った。 同年中に，

第 2 号埋立地への日本板硝子工場の立地が決ま

り， 重化学工業化への流れが決定的となる。 同

市長は， 翌年の 1月には四日市市工場誘致委員

地方交通統制に関する意見書J (1937年）がある。
大槻信治「交通統制論」（春秋社，1936年）， 井上
篤太郎『交通統制概論』（春秋社， 1936年）もあ
る。大阪市営交通一元化への動き （大阪乗合自動
車，阪堺電鉄の買収）については，前掲拙著『近
代日本交通労働史研究」で取り上げている。地方
公共団体や民間団体などの建議 ・ 陳情を反映し
て， 陸上交通事業調整法制定以前にも，帝国議会
で法案制定への取り組みがあったことはいうまで
もない。

前掲鈴木清秀氏の指摘を待つまでもなく， 当時
「交通調整」「交通統合」「交通統制」という言葉
がほぽ同義語で使われてきた経緯がある。本稿で
も慣例に従ってきた面がある。 ただ以下の議論で
は， 本文で述べたとおり， 昭和初期における動き
を含め，大きく陸上交通事業調整法制定以前を第
l段階，以降を第2段階と想定する。一応第2段
階は「交通統制」という言葉が適当と考える。そし
て第2段階における推移は， さらに細分化して考
えるべきであり， 戦局の深まった1943年後半とそ
れ以前ではその性格が異なるように思われる。
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三壁県下のロ ー カル私鉄と大軌・参急資本の動向(3) (武知）

会を設置した。1936年には四日市商工会議所と

ともに， 内務大臣宛に四日市港の「重要臨海工

業地帯選定」を陳情し， 重化学工業地帯の造成
をめざしたのである。1937年5月には， 石原産

業海連株式会社の工場進出が決まり，1941年1
月に操業を開始する (299) 。

1938年1月下旬， 任期があと 4カ月となった
吉田市長は「大四日市の理想はこれだ」と「人

口十万， 造成と 工場誘致は必ずやれ」 と語っ
た (300) 。 2月上旬には， 時局下県下の工業界の

様相として， 芝浦（三重郡朝日村） ・ 日立（桑

名市）両工場 建設工事中の様子が「「工業三重」

を謳歌」「完成の暁は期待」 との見出しで新聞

にかなり詳しく報ぜられた (301) 。 3月中旬にエ
場誘致のため， 東京方面へ出張していた吉田市

長は， 帰来談として誘致せんとする「東京の某

工業会社？」は「県外に一つの競争相手がある
ので何んとも言へない， まづ静観しているとこ

ろだ」と語った (302) 。 生産力拡充期には， 商工

省によって 地方工業化政策が展開されたので
あり， 三重県でも 地方工業化委員会を設置し
た (303) 。 同委員に推挙された津市出身の日本電

(299) この辺の記述は，岡田知弘「臨海工業地帯の形
成」（四日市市『四日市市史」第十二巻史料編近
代II, 1993年） 764-767頁による。

四日市築港株式会社の資本金は 20 0万円，地主
である九鬼紋七·諸戸精文が現物出資し，残りを
伊藤伝七•小菅弘ら地元財界人と石原産業海運株
式会社が出資した。 四日市市も10万円の補助金を
出 していた。 この塩浜村旭地区の 埋立計画は，
1928年に浅野総一郎の東京湾埋立会社に埋立認可
が下りていたが，小作権補償を要求する小作人と
九鬼•諸戸両地主との間で小作争議が起き，解決
をみないまま1939年まで推移していたのである。
この第3期工事を民営で行う計画には，吉田勝太
郎市長も頗る乗り気とみられた（同上，764頁。伊
勢新聞，1938年 4月29日付）。

石原産業海運株式会社の計画の全貌は，地元紙
に詳しく報ぜられた （同上，1938年10月11日付）。
1938年10月21日の地鎮祭は， 「本県産業開発の歴
史的記念日」（同上， 1938年10月21日付） といわ
れた。

(300) 同上，1938年 1月22日付。
(301) 同上，1938年 2月 9 日付。
(302) 同上，1938年 3月17日付。
(303) 岡田知弘，前掲解説，765頁。

気工業株式会社専務の佐野精ーは， 第1回委員

会に出席して帰京後， 県下産業の振興策に乗り
出さんとするには， 「大は綿毛の大工業より小

は家庭の副業に至る迄． この『時局を認識して

働く』と云ふ県民一般の心懸けが， 積り積って
初めて 地方工業化の実が挙がるのだ」 と語っ
た (304) 。 ともかく「園際的洒港中心に躍進する

大四日市」 を めざした わけである。 四日市は

「商業港から工業港へ！ 商業都から工業都へ」

と画期的転換をはかろうとしていた (305) 。 また

四日市臨海工業地帯は，1939年1月塩浜地区で

秘密裡に 海軍燃料廠の用地買収交渉が行われ
た。 海軍は， すでに徳山に燃料廠を持っていた

が， 航空燃料の増産が至上命令となったため，

四日市での第2燃料廠の建設が決まり， 一挙に
軍事工業地帯へと旋回 することになる。 さらに

生産力 拡充政策が 推進される 中で， 内務省は

1940年度から全国15都市を選定し， 新興工業都

市計画事業を開始する。 四日市市も指定を受け
た (306) 。 太平洋戦争下，臨海工業地帯はより広
汎に展開されることになる。 当時後方地帯の交

通機関としては， 省線関西線· 参急伊勢線・三

岐鉄道． 三重鉄道． そして関急電鉄による名古

屋への連絡があり， 国道1号線の改修完成がの
ぞまれていた。

さて日中戦争勃発後の「重大時局と関西の事
業界」を展望した一文によると， 関西の電鉄業

界は「拡張並びに改善の為の諸計画は引き続き

行はれついあり， 払込• 増資は盛行して居る。

業績の向上も亦顕著で， 当面不安なく， 依然好

調を期待」とみられた。 ただ好調の反面，(1)拡

張計画の遂行に伴ふ建設費の増嵩，(2)電燈料の

値下げという問頴が横たわっていた (307>。 とも

か<. 時局景気に基づき， 1938年度は各電鉄会

社とも好調に推移した。 第 8表に示すとおり，

とりわけ参急の 躍進は めざましい ものがあっ

た。 関急電鉄の全通に負うところが大きいこと

ODO 伊勢新聞，1938年 4月 1 日付。
(305) 同上，1938年 6月28日付夕刊。
(306) 岡田知弘，前掲解説，765頁。
(307) 前掲『西日本主要会社の解剖』1937年版，80 頁。
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第 8 表 関西の主要電鉄会社別運輸状況

会社名

京 阪
阪 神
阪 急
南 海
大 軌
大 鉄
阪 和
参 急

計

1938年10月 上旬
I 

1939年 2 月 下旬
4,493 千円

3 ,857 
3 ,212 
4 , 024 
3 , 635 

989 
1 ,257 
2 , 139 

23,606 

対前年同期 同 上 率増 加 額
587千円 15 .0  ％ 
408 1 1 .8 
367 12 .9 
519 14 .8  
566 18.4 
194 24.3 
309 32. 6  
810 61 . 0  

3 ,759 18.9 

注） 東洋経済新報社 「 西 日 本主要会社の解剖 J 1939 
年版， 79頁。

は い う ま で も な いが， そ れ に し て も 驚異的 な伸
び で あ る 。 親会社の大軌の方 は 「 関 西電鉄会社
中 で最 も 発展力 の 豊かな会社で あ る」 と 展 望 さ
れて い る 。 同 様 に 関急電鉄の開通 に よ り ， 参急
と 一体 と な っ て新生面 を開 く こ と に な っ た の で
あ る 。 さ ら に， 「本業 の電鉄が よ い上 に ， 副業
の電燈電力 ， 土地住宅 ， デパー ト ， 食堂． 遊園，
温泉等 々 も 順調 だ し ， 投資会社大鉄の配当 開始
も 遠 く な い か ら 今後の業態 も 安心だ。 昨年下期
決算をみて も 当 社の 内 部保留は七十万 円 と な っ
て 居 り ， 関 西電鉄会社 中 最 も 余裕含みの も の で
あ る 」 と 評 さ れ た (308) 。 1938年下半期 は前年同
期 に比べ て 6 割 1 分の増収 と な っ た参急 は 「九
月 期愈々 初配か」 と み ら れた 。 他方 「関急 は
既 に 優先株の配当 を開始 し た」 (30

9) 。 関急電鉄の
1939年上期 の 営業概況 は． 「時局 ノ 影 響 二 伴 フ
一般旅客ノ 増 加二 依 リ 相 当 ノ 業絞 ヲ 収 メ 得 タ
リ 」 (310

) と 記 し て い る 。 同 じ く 参急 の 同年上期
の 状況 は， 「 関 西急行電鉄線ノ 開通 卜 時局産業
ノ 活況二伴 ヒ 一般旅客ノ 利用増加シ」 (311) と あ

(308) 同上， 1939年版， 81頁。
(309) 同上， 82頁。
(310) 「関西急行電鉄株式会社第七回報告害」 (1939年

9 月 ）。 当時の 同社の従業員は社員29名， 従事員
50名， 計79名であ っ た （同上）。

(3 1 1) 「参宮 急行 電鉄 株式会社 第二十四回 報告 害」
(1939年10月 ）。 当時の同社の従業員 は職員148名 ，
運輸従事員 1 , 100名， 工手そ の他732名， 計1 , 980
名であ っ た （同上）。

る 。 参急が始め て株主配当 を 行 っ た の は, 1939 
年下期 の こ と で． 配 当 率 は 年 5 分で あ っ た 。
1939年下期の収入金 は 「一躍向上 し 正 に 当 社開
業以来の快記録をつ く っ た の で あ る 」 と 社史 は
し ヽ う (312)

゜

関急電鉄は． 開業 当 初 か ら 参急 の経営管理下
に あ っ たが， 予定ど お り ， 参急へ合併さ れ る こ
と に な る 。 1939年10 月 24 日 の 関急電鉄臨 時株主
総会で は． 合併の件 を議題 と し ， 次の よ う に提
案 さ れ た (313) 。

当 社ハ 参宮急行電鉄ガ合併 シ マ シ タ 伊勢電鉄
ノ 整理遂行 ノ 必要上同 社 カ ラ 分離 シ テ 別個 ノ
会社 ト シ テ 創立 シ マ シ タ モ ノ デ， 参宮急行電
鉄 ト ノ 合併ハ， 当 社線ガ参急， 大軌両社線 ト
連絡 シ マ シ テ名 古屋 • 宇治 山 田 及名 古屋 ・ 大
阪間 ノ 運輸交通 ヲ 主 タ ル使命 卜 致 シ マ ス 関係
上， 建設当 時 カ ラ 予想サ レ マ シ タ 事デ， 開業
後ハ参宮急行電鉄二 経営管理 ヲ 願 ツ テ居 ツ タ
様ナ 訳デ， 適当 ノ 時期 ヲ 見 テ 統ー シ タ 経営 ヲ
ス ）レ 為 メ 両社ハ合併 シ 度 イ モ ノ ト 考ヘ テ 居 ツ
タ ノ デア リ マ ス ガ， 幸 ニ モ 案外早 ク 其 ノ 時期
ガ 到来 シ マ シ テ ， 今合併 シ テ 経営 ノ 合理化 ヲ
図 リ 将来ノ 発展 二 具へ度イ ト イ フ 目 的 ノ 下 二
本案 ヲ 提 出 シ タ 次第 デ ア リ マ ス 。 尚一言 申 添
ヘ テ オ キ マ ス ガ， 当 社 ノ 成績ハ八月 末決算デ
ハ 利益金 拾七万七百余円 ， 利益率 五分四厘
余， 参宮急行電鉄ノ 成績ハ 之 亦極 メ テ 順調デ
九月 末 ノ 決算デハ 利益金八拾九万八千余円 ，
利益率五分八厘余， ソ ノ 利益 ヨ リ シ マ シ テ 当
社 卜 同率 ノ 四分配当 ハ 出来）レ業緒 ヲ 挙ゲ テ 居
ッ タ ノ デ ア リ マ ス （以下略）

(312) 前掲 「大阪電気軌道株式会社三十年史」 参宮急
行電鉄編58-59頁。 1939年上期で も参急の配当 は
可能の よ う で あ っ たが， 来 る べ き 「皇紀二千六百
年」 祝典に際 して 「輸送完璧 ヲ 期ス 」 ため， 設備
改善の名 目 で地方鉄道補助法よ る補助金の下附が
内定 していたか ら ， 一期見合わせた と 思 わ れ る
（「参宮急行電鉄株式会社第二十四回定時株主総会
議事及決議録」 ＜写＞ （鉄道省文書 「参宮急行電鉄」
巻五）。 反面参急の借入金は， 1936年の伊勢電合
併以来再び増加 し続け ， 1939年下期末に は， 2 , 471
万8, 000円 に及んでいた （同上， 53頁）。

013) 「関西急行電鉄株式会社 臨時株主 総会議事及決
議録」 ＜写＞ （前掲鉄道省文書）。
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1 日 前 に 開かれた参急定時株主総会で も ， 同
趣 旨 の合併契約 の件が提案 さ れ， 両社 と も 滞 り
な く 可決 さ れ た (3141 。 10月 31 日 付で鉄道大臣永
井柳太郎宛 に会社合併 申 請書を提 出 す る が， そ
の 一節で 「 同 社 （関 西急行電鉄――引 用 者注）
ノ 株式 ノ 過半数 （六割五分） ハ参宮急行電鉄二
於テ所有セ シ モ， 最近之 ヲ 同 社 ノ 親会社 タ ル大
阪電気軌道株式会社二譲渡 シ タ ル結果， 参宮急
行電鉄並二 関 西急行電鉄ノ 両社ハ共 二 大阪電気
軌道株式会社 ノ 直系 仔会社 タ ル ト 同時二両社ハ
既ニ ー心 同体 ノ 関係二在 リ 」 (315) と 記 し て い る 。
こ の 合併の件は， 奈良 • 三重 • 愛知 の 3 県知事
か ら も 副 申 書が 同様に提 出 さ れ， ま た 大蔵省の
資金調整関係 も 何 ら 抵触す る こ と が な く ， 1939
年12月 下旬 に認可 さ れ， 1940年 1 月 1 日 に両社
は合併 し た 。 「 皇紀二千六百年」 祝典が両社の
合併を早め た と い え よ う が， こ の合併は大軌プ
ロ ッ ク の統合の 前提で も あ っ た の で あ る 。 「大
阪名 古屋間 を 文字通 り 一本の 線で 連絡す る こ
と」 が大軌の理想で あ っ た か ら ， 次は参急の大
軌へ の合併 を示 唆す る も の で あ っ た (316) 。

と こ ろ で， 紀元2600年 に 際 し て は伊勢神宮参
拝者の 激増 を予想 し て い ろ い ろ と 対策 を講 じ て

(310 「参宮急行電鉄株式会社 第二十四回 定時株主総
会議事及決議録」 ＜写＞ （同上）。 こ の株主 総会で
は， 次の諸点 も 報告 して い る （同上）。

次二今度傍系会社 ト シ テ 山 田方面二実現致 シ
マ シ タ 神都交通株式会社ノ コ ト ヲ 申上ゲ度 ヒ タ イ
卜 思 ヒ マ ス。 此ノ 会社ハ宇治山田方面二於ケル電

車， 乗合自動車， 貸切 自 動車 ヲ 打ッ テ ー丸 卜 致
シ， 交通統制 ヲ 行 フ 為作ッ タ 当社ノ 傍系会社デア
リ マ ス 。 即 チ 参急山 田 自 動車 ヲ 母体 ト シ テ ， 神都

乗合自動車 ヲ 合併ス ル ト 共二東邦電カカ ラ 山 田電
車 （神都交通軌道線一引用者注） ヲ 買収 シ タ ノ デ
ア リ マ ス 。 現在 ノ 資本金ハ四百万円， 払込資本金
ハ弐百拾参万五千円デア リ マ シ テ ， 当社ガ殆 ド其
ノ 全株数 ヲ 持ツ テ居ル訳デア リ マ ス 。 僅 力 八月 ，
九月 ノ ニヶ月 間 ノ 実績デ前途 ヲ ト ス ル コ ト ハ 出来
マ セ ヌ ガ， 大体相当 ナ成績 ヲ 収メ 今期六分程度ノ
配当ガ出来Jレモ ノ ト 思 ツ テ居 リ マ ス 。

又養老電鉄デゴザイ マ ス ガ， 之モ相当 ノ 成績
ヲ 挙ゲマ シテ， 去）レ八月 末ノ 決算デ五犀引上ゲ四
分五厘ノ 配 当 ヲ 致 シ マ シ タ 。

(315) 「参宮急行電鉄， 関西急行 電鉄会社合併 ノ 件」
（同上）。

(316) 前掲 「西 日 本主要会社の解剖」 1940年版， 85-
86頁。

い た 。 1939年11月 中旬 の新聞報道 に よ る と ， 輸
送体制 は省線 ・ 参急 と も 全輸送能力 を傾け る こ
と に な る が， 省線山 田 駅で は前年の乗降客年間
380万人 の 3 倍， 1 , 200万人 を予想 し て い る 。 山
田 駅長 は 「 一ケ 年 を 通 じ て の 参拝客の 激増 と
橿原神宮参拝者が必ず伊勢参宮す る 」 だろ う か
ら ， 「臨時列車の 出 入 に は 駅員の全力 を あ げて
こ れ に 当 る 考へです」 と 語 っ て い る 。 旅館側
は， 明年の宿 泊総人数は学生生徒 を筆頭 に大半
団体客 と し て 約100万人 を 見込ん で い る 。 こ の
た め， 改築や ら 従業 員 の 増 員 を急 い で い た 。 土
産物店 は， 「 こ ち ら は ま っ た ＜ 焦 る の みで， 肝
心の食料 品 の 配給が減少 し て い る の で手の 尽 し
よ う も あ り ま せん， 女売子を雇ふ に も 人が な い
有様ですが， し か し 各土産物店 と も そ れぞれ作
戦計画 を め ぐ ら せて い る こ と で し よ う 」 と い
ぅ (317) 。 ま た こ の年12 月 28 日 に は 四 日 市銀行の
更生が な り ， 新 た に三重銀行 と し て ス タ ー ト す
る が， 熊沢一衛 は 銀行更生の原動力 と な っ た名
古屋乗 り 入れ許 可お よ び木 曽 • 揖斐 • 長良の 3
大川鉄橋払下 げの苦心 な ど ， 自 ら が手が け た伊
勢電の往時を回顧 し て こ う 語 っ て い る 。 す な わ
ち ， 「伊勢電 （参急伊勢線の 前身） が名 古屋乗
入れの免許を得 る に は筆紙に つ く せぬ苦心 を し
た も の で， 当 時伊勢電鉄 な ど 中央で は 問題 に し
て を ら な か っ た。 そ れ で伊勢電の力 を誇示 す る
た め名 古屋乗入れに先だち 松阪， 山 田 間 の 路線
を延長 し た の で世人 は そ の事情を知 ら ず， よ く
熊沢 は 山 田 へ の延長を後廻 し に し て さ き に名 古
屋乗入れをすべ き で あ っ た と い っ て い る が， さ
う い ふ事情が あ っ た の で あ る 。 し か も こ の名 古
屋乗入 れ に は元本県 内 務部長 を し て い た岸本康
通氏が社長 た る 名 古屋土地会社 と 参急電鉄， 太
田 光熙氏社長た る 京阪電鉄が大津か ら 八風峠を
経て名 古屋 に乗入れん と す る も の お よ び伊勢電
鉄の四社 競願 と な っ て 猛烈な 争 奪戦を 演 じ た
が． 遂 に乗入れ許可を得 た ， ま た三大川鉄橋払
下 げ に は大阪財界の雄島徳蔵氏 を相手 と し て必
死の競争 を つ ゞ け 遂 に六十九万八千 円 と い ふ非

(317) 大阪毎 日 三重版， 1939年11月 17日付。
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常 な安値で払下げを う けたので ある， 幸 ひ私は

事業の好き後継者を得熊沢死す と も 事業は永久
に その生命をつ ゞける こ と ができ喜びに堪へぬ

次第で ある」 と (318) 0 

四 日 市銀行は，1932年 3月預金払戻 し ができ

ず， 休業を余 儀なくされたが， そ の後預金の分

割払いや支店網の縮小 な ど 整理を進め，1939年

2月業務を再開 した。 しか し， 地元の資金需要

に応ずる こ と ができ なかった といわれる。 伊勢

電の整理ならび に 四 日 市臨海工業地帯の形成が
進む な ど， 四 日 市銀行の再建の環境が整 う 中 で

地元の四 日 市銀行再建運動 と県当局の大蔵省へ
の働きかけが功を奏 し ， 1 939年12月同 行は， 資

本金を 4 分の 1 に減資 し， 住友銀行の後立てを

得て， 三重銀行 と 改称 し， 再ス タ ー ト を切るこ
と と なったので ある (319)。 地元紙は， 重役陣 も

地元の 3大富豪 伊藤 ・ 九鬼 （紋） ・ 小菅が加わ

り ， 後援銀行たる住友銀行から直接営業の責任

者たる専務取締役 • 取締役兼支配人を入れ 面 目
を一新， 整理預金は全額払戻される こ と に なる
と 報 じ た (320) 0 

参急 と 関急電鉄の合併に続いて， 1 94 0 年 5 月

参急 と 養老電鉄の合併 申 請書が松野鶴平鉄道大

臣宛へ提 出された。 養老電鉄線は旧 伊勢電の支

線で あるが， さき に参急 と 伊勢電 と の合併 に あ

た り ， 債務整理の関係上， 別会社 と し て設立さ

れた も のであった。「合併事 由書」 による と ，

「最近両社ノ 業績 著 シ ク 向上 シ 経営状態 モ 亦均

(318) 同上，1939年12月 8 日 付。
旧伊勢電名古屋線の免許に関する経緯 （競願）

については，清水啓次郎． 前掲書，190 -194頁。
太田 光熙 『電鉄生活 三 十年史 」 (1938年） 175-
178頁を参照。

なお 同 日 付の 同上新聞によると，国鉄山田駅等
では260 0 年の祝典にあたり，駅員25名の増員を申
請し，14, 5 名の増員が 認めら れる模様という。
そ の他，団体待合室の仮設などを予定したが，石
炭節約の国策にそ っ て，車内保温は18度から 15度
に引 き下げ，待合室も 3 割方節約の方針が打ち 出
さ れた。

(319) 桜谷勝美 「 四 日 市銀行の破綻と再建」 （前掲 『 四
日 市市史 」 第十二巻 史料編近代II ) 752頁。

(320) 大 阪毎 日 三重版，1939年12月23 日 付。 四 日 市銀
行の 再建についての 詳細は． 桜谷勝美． 前掲論
文，38頁以下を参照。

衡 ヲ 得 Jレ ニ 至 リ タ ）レ ヲ 以 テ ． 此際両社 ヲ 合併 シ

之 二 因 リ 経 営 ノ 合理化 卜 資本 ノ 強化 ヲ 図 ）レ コ ト
ハ最モ時機 ヲ 得 タ ル モ ノ ト 思量 ス ）レ ト 共 二交通
調整本来ノ 趣 旨 ニ モ 合致ス ）レ モ ノ ト 考へ． 妓ニ

本 申 請書 ヲ 提 出 二 及プ 次第ナ リ 」 (321) とい う 。
合併 申 請書提 出 に先立って， 同 年 4 月下旬両社

は株主総会を開き合併の件を承認 し ていたが．
その様子を みておく と ． 参急の 場 合， 議長が

「此ノ 三線 （参急 • 関急電鉄 ・ 捉老電鉄――引
用者注） ハ本来ー ツ ノ 会社 ト シ テ 経営 ス ベ キ 運

命 ヲ 持 ツ テ居）レ ノ デア リ マ シ テ ． 唯何時之 ヲ 実
行 ス ル カ ト イ フ コ ト ダケ ガ問 題 ダ ツ タ ノ デア リ
マ ス 」 と 提案理由 を述べている。 参急はまた 5
分 配 当を可決 し ている (322) 。 養老電鉄の方 も ，

会社設立の経緯をふ り 返ったあ と ． 議長が 「 左

様 ノ 理 由 デ分離ハ致シ マ シ タ モ ノ ノ ， 実際 ノ 経

営ハ参宮急行電鉄 ノ 手二於テ行 ツ テ参 ツ タ ノ デ
ア リ マ ス 。 爾来営業成績ハ順調二 参 リ マ シ テ ，

去 ）レ ニ月末 日 ノ 第八回 決算期 二 於 テ ハ 五分 ノ 利
益 配当 ヲ 為ス ニ 到 ツ タ ノ デ ア リ マ ス 。 … …然シ

実際営業上 ノ 見地 ヨ リ 見テ モ 又鉄道本来 ノ 使命

遂行上 ヨ リ 見 テ モ 資本カ ノ 大キ イ参急 卜 合併 ス
）レ コ ト ガ適 当 卜 考へ， 其 ノ 時期 ヲ 挨 ッ テ 居 ッ タ

ノ デア リ マ ス 」 (3
2

3) と 提案理由 を述べている。

両社 と も ， 合併の件は何ら異議なく可決され．

前記 申 請 に及んだので あ り ， 同 年 8月 に 1対1

の比率で合併をみた。

1 94 0 年10月． 大軌 ・ 参急は 「交通史上空前 と

も 言ふべき参急電鉄の躍進」 なるパ ン フ を作成

し て喧伝 に努めている。 そ こ では． 伊勢神宮へ
の参拝客は 1 月から 6月 までの 半 年間で 既 に

51 8万 6,000 人の多数 にのぼった こ と ， また名古
屋 ・ 大阪間直通客 も 激増 した こ と ． そ して四 日

市 ・ 名古屋間の ラ ッ ジ ュ ア ワ ー の 雑踏 振 り は

「大阪五大電鉄の それ に比べて殆ど 遜色が ない」
と 記 し ている。 参急は関急電鉄 ・ 旋老電鉄を加

(321) 「会社合併 認可申請書」 （鉄道省文書 「関西急行
鉄道 ＜元参宮 急 行電鉄＞」 巻七）。

022) 「参宮 急 行 電鉄株式会社 第二十五回定時株主総
会議事録 （写） 」 （ 同上）。

(323) 「養老電鉄 株式会社 臨 時 株主総会議事録 （写）」
く1940 年 4月〉 （ 同上）。
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え て一大飛躍 の時期を迎えたのであ り ， 引き続

い て 「繊維工業王国の本社沿線」さらに沿線は

「重工業地帯として 驚異的発展」 をとげつつあ

ると 具体的に そ の様相を 述べて いる。 すなわ

ち ， 前者に つい て みると． 「沿線の大小工場 は

千数百に及び， そ の従業職工 は 移し い 数字に上
るが， 最 も 顕著なるは我が 国有数の繊維工業地

帯である こ とである。 綿糸紡績につい て 見ると

宇治山田 • 松 阪 · 津 • 四 日 市 ・ 桑名 ・ 八田 ・ 大

垣な ど各地に散在する東洋紡 · 大 日 本紡 • 倉敷

紡 • 岸和田紡 ・ 鐘紡 ・ 呉羽紡 そ の他があ り ， 更
に特筆すべき は 羊 毛工業であって ， 日 本毛織 ・

東洋毛糸 • 昭 和 毛織 • 東海毛糸 ・綿華 毛糸 • 宮

川 毛描など 沿線各工場 の毛糸産額 は実に全国の

二割五分を占め， 日 本一の毛糸工業王国を形成

して いるのである」と。 後者の重工業地帯につ
い て も ， い まや 驚異的発展をなしつつあるとい

う 。 すでに南勢の山田の大淀， 鳥 羽 附近 は 早 く

から重工業地帯であるが ， 数年後に は四 日 市 ・

桑名附近 も 新興重工業地帯たるの輝く運命を担
って いるとみて い る。 桑名の東洋ベ ア リ ン グと

日 立製作所三重工場 は稼動してお り ， また世界

ーの煙突を誇る石原産業四 日 市製錬所があ り ，
さらに東邦重工業の工場 群， 三菱重工業三重工

場， 芝浦製作所三重工場 も 完成に近づき， 浦賀
ド ッ ク 四 日 市造船所は近く着工とい う 。 こ れら

を考慮すると， 「過去の 「参急電鉄』 の既成概

念とは全く 相貌を 一変するであら う 。 『参急電

鉄」 の偉大なる躍進 は 即 ち 『大軌電鉄」 の業績

に寄与し斯くて完全な一体をなす 「大軌， 参急

電鉄」 の今年度の増収は実に巨額に上るべ < .

規模 内容 共に 我が国 交通史上 真に空前の驚異

的発展を なしつ ヽ あるので ある」 と結んで い
る (324)。

確かに， 大軌 ・ 参急の合併 も 時間の問題とみ

られた。 第 9表に示すとお り ， 依然として関西

(324) 以上， 大 阪電気軌道株式会社 ・ 参宮急行電鉄株
式会社『交通史 上空前とも言ふべき参宮電鉄の躍
進J (1 940 年） による。 こ の全文は， 前掲『四日
市市史」第十二巻史料絹近代II, 916- 91 9頁に収
録 さ れている。

第 9表 関西の主要電鉄会社別運輸状況

会社名

阪 神
阪 急
南 海
大 軌
京 阪
参 急
大 鉄
山 陽

計

1 940年10月上旬
l 

1 941年 2 月 下旬
4,830 千円

5 ,080 
7 , 878 
5 ,820 
5 ,751 
4 , 999 
1 ,531 
1 , 148 

37 ,037 

対前年同期
増 加 額

545 千円

622 
97 9 

1 ,225 
6 99 

1 , 994 
25 9 
213 

6 ,536 

同 上 率

12 .7% 

14 .0 
14 .2  
26.7 
13.8 
66.4  
20.4 
22.8 

2 1 . 4  

注） 同前， 1 94 1年版， 6 9頁， 南海には旧阪和の運輸
収入を含む。 大軌は， 1 941年 3 月 15 日 参急を合
併， 関西急行鉄道 と 改称す。

の電鉄業界は 好調であったが， とくに参急の業
績好転が引き金とな り ， 1941年 3月両社は条件

付ながら対等合併する こ とになる。 前年12月27

日 に両社は臨時株主総会を開き， 合併の件を可

決し， 年あけ 1月に会社合併認可 申 請書を， 鉄

道大臣小川郷太郎 ・ 内務大臣平沼斯一郎宛に蕃
出して合併にこぎつけたのである。 参急は， 元
来大軌の延長線として計画された も ので， 別個

の会社として創立されたが， 溺来大軌と参急 は

「一心同 体二 等 シ イ 関係 二 在 リ 」， 合併に何ら異
議を唱 える も の はなかった。 両社の臨時株主総

会で は， 重大な 時局下， 「予 テ ヨ リ 監督官庁ノ
悠 憑モ ア リ 」 ， 相互培養の点に 思 い をはせると

き， 合併を実行する こ とが 最 も 賢 明 だとして い

た (325) 。「合併事 由書」の一節では， 「最近二至
リ参宮急行電鉄 ノ 業績著 シ ク 向上 シ 合併二支障
ナ キ程 度二達 セ ル ヲ 以 テ ， 此際別記 ノ 如 キ 条件

ヲ 以 テ両社 ヲ 合併 シ 之二依 リ 経営 ノ 合理化 卜 資
本 ノ 強化 ヲ 図 ）レ コ ト ハ最モ時機 ヲ 得 タ ル モ ノ ト

思量 ス ）レ ト 共二， 交通調整本来 ノ 趣 旨 ニ モ 合致

ス ）レ モ ノ ト 考へ， 翠二本 申 請書提出二及ブ次第
ナ リ 」と述べて いる。 合併比率につい て は， 次

(325) 「大 阪 電気軌道 株式会社 臨 時 株主 総会議事録
く写＞」 「参宮 急 行 電鉄株式会社 臨 時株主総会議事
録 く写〉」 （鉄道省文書 「関 西 急 行 （元大 阪電気）」
巻一九） 。
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のよ う に説明 されている (326) 0 

合併比率決定説明書
昭 和十五 年九月末決算二於ケ ル利益率ハ， 大
阪電気軌道ハー五 • 九％参宮急行ハ ーー ・ 三

形 ニ シ テ ， 夫 々 八分及六分 ノ 利益配当 ヲ 為 シ

タ ル状態ナ ルモ合併後二於 ケ ル経営 ノ 円 滑 ヲ

期 ス ）レ為株式 ノ 併合 ヲ 為 サ ズ， 被合併会社 タ

）レ参宮急行 ノ 株主 二 対 ス ル新株交付 ノ 割合 ヲ
一対ー ト シ タ リ ， 但 シ両社ノ 業績二 尚若 干ノ

逗庭 ア ）レ ヲ 以 テ 無条件ノ 対等合併 卜 為 サ ズ，

合併 二 因 リ 新二発行 ス ）レ株式 ヲ 後配株 ト シ 在

来 ノ 大 阪電気軌道ノ 株式 ヲ 普通株 ト シ ， 別紙

合併契約書第三条所定 ノ 如 ク 利益配当 二付，

両種 ノ 株式 ノ 間 二 差等 ヲ 設ケ タ リ

合併に あた っ て は， 両社の 業績に 若 千の差

（ 配当 率 は 大軌 8 分， 参急 6 分） があ っ たため

いわ ゆる後配株制度を採用する こ とに したので
ある。 大 阪 · 奈良両府県知事からも， 同 時に副
申 書が提出された。 こ れを う けた鉄道省監督局

で は ， 知事意見を 「諸般 ノ 関係 二 徴 シ 合併 ヲ 当
然 ノ 帰結 卜 認 ム 」 と集約 している。 当時大軌の

資本金 は 6 ,000万 円 ， 参急5, 8 97万円であ り ， 合

併によ り 新会社の 資本金 は 1 億1, 8 97万 円 とな

る。 1941年 3月 ， 商号を関西急行鉄道 （関急）

と改称 した。 大軌は 資本金5, 8 97万円 を増資す

る こ とにな り ， 株式117万 9, 400株を発行 し ， 参

急の50円 および20円 払込済株式 1 株に対 し ， そ
れぞれ同 額払込済の株式 1 株の割合にて交付す

ると した。 大軌は参急に対 し ， 解散手当 と して

50万 円 を限度に支出する こ とを承認 し， また参

急の従業員 は全部現給のまま大 軌に引き継 ぎ，
在職 年数も通算すると し た。 ともかく， 関急の

誕生によ っ て， 鉄道 （鋼 索線含む） の営業キ ロ
程 は1府 4 県におよぶ4 37 キ ロ 余， 車両625 C製

作中の客車21両を除く） を誇るわが国屈指の巨

大鉄道会社とな っ た。 その他関急 は， 自 動車 ・

電気供給 • 百貨店 ・ 劇場 ・ 不動産業 ・ 遊園地な
ど を引き継 ぎ兼営する こ とになった (327) 。 種田

(326) 「会社合併 認可申請書」 （ 同上）。
(327) 「大 阪電気軌道， 参宮 急 行 電鉄会社合併ノ 件」

（ 同上）。 関 急 誕生により職制を改正し， 総務 ・ 人

社長は， 従業員に対 し 「 大軌参急両社は先輩及

び諸君の勤勉努力と， 多 年奉仕の熱意とによ っ
て， 荻に大なる成果を結び， 我国第一の高速度

長距離 軌道を有する関西急行鉄道株式会社は実

現せられたのである。 … • • •更に一層の努力に有

終の美を致 し ， 交通報国の至誠を益 々 発揮せら
れた こ とを望んで 已ま ざる次第である」 (328) と

訓示 した。 また こ れよ り 先， 前 年12月に結成

さ れた大軌参急産業報国会 （の ち 関急産業報国

会） の懇談会で 同 社長は， 「産業報国の根本精

神」 を説き， 「創立以来 我社は 常にお互が完全
に一致 して， 上下何等の隔もなく相 和 して今 日
迄ー大家族主義を実行 し て 来た 心算で あ り ま

す。 お互の努力は 即 ち 一般社会の為にな り ， 亦

我社の事業の繁栄とな っ て来るのであ り ます」

と訓示 している (329) 。 なお来るべき電力国家管

理の影 嬰は少なくないと予 測 さ れたが， 同 社の

電気供給部門 は必ず しも大きな比重を占めるも

ので はなく， こ れで大軌系の諸電鉄は ほ とんど

統合を完了 し， あとは 大鉄および奈良電を残す
のみ と な り ， さらに前途が有望視 さ れたのであ
る (330) 。 1939年下期のデー タ によると， 在阪5

社の う ち ， 大軌の電燈電力部門 は伸び率 は 大 き

いものの， 絶対数で は最下位であ っ た (331) 。 ま

事 ・ 監査の 3 部および企画 ・ 経理 ・ 大 阪営 業 ・ 名
古屋営業 ・ 事 業 の 5 局を新設した。 ま た 四日市 臨
時建設事務所を名古屋建設事務所に変更した。 大
軌百貨店を関急百貨店 と 改称した （前掲 「近畿 日
本鉄道50年のあゆみ」 329頁）。

(328) 種田虎雄 「大 軌参急 合併に当 り従業 者諸氏に告
ぐ 」 （関西 急 行鉄道総務部 「関 急 」 大 軌参急 合併

記念号，1940年 3 月 ） 5 頁。
(329) 同「大 軌参急 産業 報国会第一回総懇談会一社 長

訓示」 （ 同上） 21-22頁。
(330) 前掲 「西 日 本 主要会社の 解剖」 1941年版， 70

頁。 大 鉄は，1940年 3 月期に長期にわたる債務の
整理を一応完了 した （同上，71頁）。

当時京阪系の 奈良電の 統合は 具体化 しておら
ず，そ の実現は， 戦後も1963年10月 の ことであっ
た。 同社については， 奈良電気鉄道株式会社社史
編姦委員会 「奈良電鉄社史 」 (1963年） がある。
併せて，前掲拙著 「 日 本の地方鉄道網形成 史 」 145
頁を参照。

(331) 伊藤乃 「電燈電力の今昔」 （大 阪電気軌道 ・ 参
宮 急 行電鉄総務部 「大軌参急」 大軌創立三十年記
念号， 1940 年10 月 ） 47頁。 なお「事変功績会社一
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三堕県下のロ ー カル私鉄と大軌 ・ 参急資本の動向(3) (武知）

た こ の間 関 連会社も急速 に増加 し，194 1年 9月

には鉄軌道 7 社 バ ス ・ タ ク ソ ー ・ ト ラ ッ ク17

社な ど， 計29社となった (332) 。

(2) 戦時下大軌 ・ 参急＝関西急行鉄道の動向

やや前後す る が， こ こ で 戦時下大軌 ・ 参急＝

関急の様相をみてお こ う 。 1940年， 紀 元2600年

は 大軌創立 30周 年 にあたる 。 社内報 r大軌参急J
は記念号を 出 し ており， 各 自 が それ ぞれ思い 出
を語ってい る 。 こ れら によ る と， 創立当時の大

軌は 資本金 300万 円 ， 営業キ ロ 程上本町 ・ 奈艮

間 30 キ ロ 余， 車両数18両， 従業員数10名， 株主
数約24 0名であったが， 30年後の今 日 (1939年

度） では資本金 6, 000万円， 営業キ ロ 程132キ ロ

余， 車両数285両， 従業員数約 4 , 600名， 株主数

約 6,500 名 に 膨れ上がってい る 。 こ れ に姉妹会
社参急を 加 え る と， 資本金は実に1億1 , 897万

円， 営業キ ロ 程 380 キ ロ 余， 車両数 60 9両， 従業

者数約 6, 800名， 株主数約1万5, 4 00名とい う 状

態で名 実ともにわが 国有数の大会社となってい
た (333) 。 同 じ く 創立時の 1日平均収入 約1, 700

円 は， いまや 大軌約5万円，参急約2万2, 000

円 へ上昇 した。 種田社長は， こ のよ う に社業を

回 顧 し な がら， 「 それ に し ても， 開業以来， 継

続 して経営の衝 に 当られた重役諸賢が 当局者と

して現存されないばかりでな く ， 勤続三十年の
従業員の一人 をも見 出 し 得 な い こ とは， 社業の

変転浮沈が如何 に 激 しかったかを物語 る ものと
想 はれて， 一抹の淋 し さを感ぜざる を得ないの

買表」 によると， 1937年7月より1940年 4月28日
迄の在阪大手 5 社の電源拡充， 軍需産業 への供給
等の功績は， 次のとおりである （逓信省秘害課行
賞係 「 部外者功績事項調書」）。

会 社 名 電源拡充 軍へ供需産給 業 族応

減免
へ召遺電

家灯会資
中

社
北

（株
支へ
式
国
の
）
投策

kw kw p 

阪 神 電 鉄 8 ,100 74 ,207 .5 1 ,626 175 , 000 
阪神急行電鉄 56 ,234 . 0  714 175 , 000 
京 阪 電 鉄 39 ,843 . 0  1 , 671 85 ,000 
南 海 電 鉄 67 , 167 .5 2 ,658 85 , 000 
大 阪 電 軌 - 17 ,796 . 0  648 40 ,000 

(332) 前掲 『近畿日本鉄道80年の歩み」 85頁。
(333) 「三 十年 「思い出 」 を語る座談会」（前掲 『大軌

参急J 大軌創立三 十年記念号） 57頁。

であ る 」 とい う 。 そ し て， 「政治の 新体制 に合
致す る や う に執務す る 」 こ と， つまり「公益優

先」 を強化 決行すべき 時 が来たと 力説 し てい

る (334) 。 また戦後長 く 近鉄の ト ッ プの座 につい

た佐伯勇も， 同 様に 「国家奉公」「公益優先」

を説 く とともに， 当時の社業を 総括 して． 「当
社三十年の歴史は之を明治大正の所謂創業守成

の時代と， 昭 和の興隆発展の時代とに大別され
る 」 と した。 そ し て， 最近の状況 は， (1)事業の

公益性を強調 し． 大衆の利便増進に努めた る こ

と， (2)交通の統制 ・ 経営の合理化を図りた る こ

と. ( 3)伊勢電の合併並 に 関 急線を建設 し た る こ
と， (4)信貴山電鉄の創設， (5)木炭 自 動車の使用
督励' (6 )従業者の福利増進に留意 し た る こ と．

(7 )大和史蹟の調査闊明 に意を須ひられた こ と．

の 7 点を特筆すべき事項と し てあ げられ る とい

う 。 さら に． 社業の基礎を築いた第1人者と し

て金森前社長をあげており． 現在は「其の遺業

を継がれた現種田社長を中心に． 七千従業員が

上下相扶け左右相 持 し ． 一糸乱れざ る 結 束の下
に． よ く その遺志を守って業務を伸長発展せ し

め つ ヽ あ る こ とは亦実 に斯界の驚異であり， 吾
々 の斉 し く 誇とす る 所で あ る 」 と強調 し てい

る (335) 。

(334) 種 田 虎雄 「社業三十年を回顧 して」 （同上） 6 
- 9 頁。

(335) 佐伯 勇 「最近の社業 発展を顧みて」 （ 同上）
52-53頁。 稲田については． 鶴見祐輔 『種田虎雄
伝J (1958年）， 佐伯については， 講演な どを ま と
めた 「運をつかむー事 業 と人生と一」 （実 業 之 日
本社, 1980年） とい う 自 著の ほか，神崎宣武 『経
営 の風土学＿佐伯勇 の生涯」 （河出 書房新社， 1992
年） がある。

各 自 の回顧録によると， 生駒隧道の建設に予想
外の資金を要 し た こ と も あ り． 生誕期の大軌の経
営は苦 し く ， 運輸収入は天気に大き く 左右 さ れた
とい う 。 こ の点は， 当時大軌電車が遊覧電車であ
っ た こ とを示す も のにほかなら ず， 夏季閑散期に
は孔舎衛駅前広場で盆踊りを直営 し． 納涼客の誘
致に努 め た り している Cl0-11, 39頁）。 世間で
は 「お天気軌道」 と椰楡 さ れた。 と も か く 「日本
ーの ボ ロ 会社」 といわれ， 大軌苦難時代には 「時
に出 札 口 から 五銭， 十銭の小銭迄 も掻き集めて当
座を凌ぎ し程の逼迫振り」 であ っ た (14, 17頁）。
「開業 当初の苦境時代， 集会などの テ ー プルス ヒ°

ーチにはよ く 大軌晩成 （大器晩成 ） と酒落れた も
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こう し た 状況の 下で， 大軌・参急 両社は，

1 939年から1 940 年にかけて半鋼製ボ ギ ー 電動客

車や ボ ギ ー 電動貨車の新造計画を中央へ 申 請 し

た。 これ以前にも同様の申 請を し てい る が， い

ずれも輸送力増強に対応 しよう と す る 措置であ

った。 1 93 9年 3月両社社長名によ る 申 請をみ る

と ， さきに 47両の車両新造を 申 請 し た と こ ろ ，

16両 （大軌6 ' 参急10) の認可を得たが， 車両

不足 は 恒常的だ と し て ， 前回 申 請分の残 り 31両

の新造 許可を 願い 出 たこ と が わか る 。 そこで

は， 「昨 年六月 弊社 ノ 姉妹会社 タ ル 関西急行電

のだった」 (33 -34頁） と い う 。
座談会による と ， 電鉄会社でありなが ら ， 運輸

の営業開始が19 14 年， 電燈電力の営業開始が19 13
年であるが， これは 「 ト ンネ ルの工事が遅れたり
したの と ， 会社の財政も困難であったので， 少 し
でも儲ける方で儲けよ う と言ふ こ と で電燈の方が
早く なった」(6 1頁） と み ら れる。 ただ電力供給
設備が十分ではなかったため， 電燈の取り付けを
断った こ とも ある と い う 。 また電燈料金の 徴収
は， ある時期まで会社で直接集金をする と い う の
ではな く ， 「北河内 一帯は， その土地の有力者の
人に集金を委して相当の手数料 （電燈の儲けを，
その人達に皆取 ら れてしま う 状態だった ら しい一

引 用者注） をやっていた」と い う こ と である (65
-66頁）。 運輸の方では， 開業当時貨車で糞尿を
輸送している。 料金は一回富雄まで7 円， 西大寺
まで9 円 と い う 。 なお乗務員募集は， 開業に備え ，
19 14 年 1月末に終えたが， 志望者の大多数は経験
者であり， 会社も喜んで採用した。 初任給は大体
車掌， 運転手は4 0銭であった (62 -63頁）。

大軌 百貨店の創設にあたっては， 1 00名位の志
顆者の中か ら第3 次試験まで行って中堅女店員8
名を採用している。 こ の8 名は約 1 カ月間神戸大
丸で教習を う けた (36頁）。 さ ら に， ある従業員
は， 国策に背かないよ う ， いわゆる 「大軌精神」
＝ 「一大家族主義」 を発揮して各自の責務を全 う
する覚悟だ と 語っている (28 -29頁）。 その他，
自 動車運輸事業も傘下会社を増やし， 直営の河内
線を併せて大阪東郊より名古屋に至る大軌参急電
鉄の補助交通機関と して交通網の大要を把握する
に至った (22頁）。

194 0年4月2 1 日付夕刊の伊勢新聞による と ， 当
時大軌 ・ 参急資本による交通統制への動きは， 三
重県下の志摩電鉄を傘下に入れ， また津 （三重交
通運輸）， 四日市（三重バス ）， 宇治山 田 （神都交
通） 3 市のバス ・ ハ イ ヤ ーを賞握， 県外では信貴
生駒電鉄を傘下に入れるべ く 親会社東邦電力 と交
渉を開始中， さ ら に吉野熊野国立公園におけるバ
ス 統制にも乗り出していた。

鉄 ノ 開通ニ ヨ リ 面 目 ヲ 一新 シ テ 重要都市連絡 ノ
（意）

実用幹線 ト ナ リ ， 大阪名 古屋間直通利用客ハ以

外ニ モ 予想以上 二 騰 リ ， 参急本線 ノ 如 キ ハ 前 年

二 比 シ 輸送量ハ 三七％ ヲ ， 伊勢線ハ ー00% ヲ

増 加 セ ル実情ニ シ テ ， 今後益 々 実用線 ト シ テ 其

ノ 輸送量 ヲ 増加 ス ヘ キ ハ 必然 ナ ル モ ノ ヽ 如 シ」

と 述べてい る 。 さらに輸送量の増 加に伴い， 車

両事故が続発 し てい るのは遺憾 と し ながらも，

それ は 「全 ク 車両 ノ 酷使 ヨ リ 生 ス ）レ モ ノ ニ シ テ

従業員 ノ 不 断 ノ 注意 卜 修理 ト ヲ 以テ シ テ モ 到

底防止 シ 得 サ ル モ ノ 」 と 記 し ， 窮状を 訴えて

い る (336) 。 この車両新造計画 は， 臨時資金調整

法によ り 大蔵省， 商工省の 協議を 要 し たが，

「本件ハ 相 当 理由 ア リ 」 と 認 め られたようであ
る (337) 0 

同じ く1 939年1 1 月 関 急電鉄も， 開業後の輸送

量の急増を理由に最少限度半鋼製四輪 ボ ギ ー 電

動客車1 5両の新造計画を中央へ 申 請 し てい る 。

その要因 と し て ， 時局の影 響によ り 北勢地方 は

急激に発展 し たこ と ， 国民精神の発揚によ る 伊

勢大廟への参詣者の増加などをあげてお り ， こ

の結果， 関 急線， 伊努線 は大阪・名 古屋両産業

都市の連絡幹線た る 性格を有す る に至 っ たこ と

をあげてい る 。 北勢方面の急激な発展について

は， 具体的な 企業名 等をあげながら， 「 北勢一

帯ハ 新軍需産業地区 ト シ テ ノ 重大使命 ヲ 担 フ ニ

至 リ 」 と 記 し ， 従来 と その様相が一変 し つ つあ

る こ と を強調 し た 。 そ し て ， 「非常時局下特二

戦時資材不足 ヲ 告 グ ） レ ノ 時」 「 銃後奉公ノ 赤誠

(336) 「車両構造認可並特殊設計許可申請書」（鉄適省
文書 「関西急行鉄道 ＜元参宮急行電鉄＞」巻七）。

具体的に混雑状態をみる と ， 最高潮時 （午前8
時より同9 時迄） の大型車両 （定員12 0-15 2 人），
小型車両 （定員8 0-1 1 0人） における 1 車平均乗
客数は それぞれ定員の1 .6 倍強に 達している。 こ
と に 省社線接続駅たる鶴橋駅の ご ときの朝タ ラ ッ
シ ュ 時の雑踏状態は目に余るものがあった。 これ
ら は陸軍造兵廠大阪支廠の 約4 , 000人をは じ め と
し， 田 中車両等 軍需工業会社の 通勤職工 約 1 万
2 , 000人を 占むる た め 雑踏を繰り返しているのだ
と い う （同上）。

(337) 「参宮 急行電鉄 電動客車設計及特別設計認可並
許可申請二関 シ臨時資金調整法二依 リ 大蔵 省， 商
工省二協議 ノ 件」（同上）。
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ヲ 示 ス 秋」 なるにも かかわらず， 「弊社本来 ノ

使命 ヲ 全 フ シ交通報国ノ 意志 ヲ 達成セ ン ト 念願

ス Jレ所以 ナ リ 」 と苦 衷を披露している (338) 。 こ

の件も， 同 様に認可を得たよ う である。

参急では， 貨物輸送に ついても，「沿線物産
ノ 運搬二重大使命 ヲ 果 タ シ ッ ヽ ア 」 るが， 1 936

年以降， 輸送力の行き詰りを来たしているとし

て， 1 940年 6 月無 蓋 • 有 蓋 ボ ギ ー電動貨車計 5

両の新造計画を中央へ申 請している。 現有貨車

は有 薔 電動貨車 4両， 無 蓋 電動貨車 3両であ

り， とくに ( 1)参急本線開通以来十 年沿線 ノ 開

発二伴 ヒ 営業貨物蜃 ノ 飛躍 的激増セ ル コ ト ，( 2)

最近 ガ ソ リ ン不足 ノ 為メ 自 動車ニ ヨ Jレ輸送力著

シ ク 低下 シ 反動 的 二電車ニ ヨ Jレ貨物輸送ノ 増加

セ ル コ ト ， ( 3)客車ガ 大型ニ シ テ 且高速度 運転

ナ ル為メ 線路ノ 保守材料其他社用材料ノ 運搬ガ
非常二多葺必要 ナ ル コ ト な ど の理由によ り輸送

力不足は否めない状態だと訴えている。 さらに

「現在ニ テ ハ 滞貨各駅 二 山積 シ テ 荷主 ヨ リ 貨車

ノ 要求 ヲ 受 ク ル モ実際配車日迄ノ 経過日数ハ平

均九日最大三十日二及ベル状態 ナ リ 」， 「昭 和 十

一 年以降ハ殆 ド 毎日二十四時間打通シ ニ全車両

ヲ 運転 ス ル モ 猶輸送力不足 ノ 為メ 自 然輸送蜃ハ

制限セ ラ レ， 従而数値的 ニ ハ 大 シ テ増加 ヲ 示 シ

居 ラ ザ ル モ 其 ノ 反面 ニ ハ 前述 ノ 如 ク 滞貨山積 セ

リ ， 一方貨車酷使 ノ 結果ハ車両故障 ヲ 誘発 シ テ
愈 々 輸送ノ 円 滑 ヲ 欠キ ツ ヽ ア リ 」 とい う (339

)
0 

こ の件は 手持資金を もって 支弁すると してお

り， さきの 場 合と 同 様， 認められたと 思われ
る。

大軌 ・ 参急の合併に より関西急行鉄道となっ
た新会社では， 改めて1 94 1 年 5 月輸送蟄の急増

を理由に電気機関車 1両， 無 蓋貨車10両の新造
計画を中央へ申 請している。 そ の理 由 は， 当然

(338) 「車両構造 認可申請書く関西 急 行電鉄株式会社＞」
（同上）。

(339) 「車両構造認可 申請書く参宮急行電鉄株式会社＞」
（ 同上）。 参急 は，1940 年 6 月 沿線 発展に対処する
ため 四日市 臨 時建設事務所を設置し，また 臨海工
業地帯の建設を機に四 日 市地所課を設置して租極
的に土地経営にも乗り出 す ことにしている （伊勢
新聞。 1940年 6 月17日付）。

の こ とながら， 「さきの場 合と ほ ぼ 同 様である

が， 大要を示すと， 次のとおりである(340) 。

車両新造理由書

弊社伊勢線四 日 市附近 ヲ 中心 ト ス ）レ北勢方面

ニ於ケ ル近代的新軍 需工業ノ 発展ハ最近実二

目 覚 シ ク 桑名方面二於テ ハ日立製作所， 芝浦

製作所， 東洋ベ ア リ ン グ， 東洋紡績，三重琺

瑯， 桑名製絨所， 大 日 本絹網， 山本鉄工， 諸

戸 タ オ ル等其他十数ノ 重軽工業ノ 諸工場 族立
シ， 四日市市 亦最近第三期築港計画竣成 シ 其

南部二壱百数十万坪 ノ 臨海工業地帯 ノ 造成 ヲ

見ル ニ 及 ビ， 之 二某工廠 ヲ 初 メ ト シ 石原産業

海運株式会社ハ其総合工場 ヲ ， 東邦重工業ハ

大工場 ヲ 建設中ニ シ テ 完成ノ 日 モ 近 カ ラ ン ト
ス ）レ情勢ナ リ

更 二南下 ス レ バ三菱重工業ノ 航空機工場 ， 鈴

鹿海軍飛行場 等 ノ 新設 ヲ 見， 北勢方面二於ケ

ル弊社名 古屋伊勢線沿線一帯ハ新軍需産業地

区 ト シ テ ノ 重大使命 ヲ 担 フ ニ至 リ 産業的形相
ヲ 従来 ト ー変 セ ン ト シ ッ ツ ア リ

此処二於テ乗客ノ 激増ハ 言 ヲ 侯 タ サ ル モ ， 前

記各工場 ノ 消 費 ス ）レ原料， 生産ス ）レ貨物 ノ 着

発量ハ実二飛躍 的急増 ヲ 示 シ， 滞貨各駅二 山
積 シ テ 全 ク 施 ス 術 ナ ク 係 員一同 只 々 焦慮 ス ）レ
次第ナ リ （以下 略）

続いて， 関急は， こ れら輸送量の急増と保安

面の向上に対処するため，「各工場 引込線ノ 増

設工事」 「単線区間 ヲ 複線二増設工事」 等の線
路改修工事を相次いで施行していると述べ， そ

のため「社用材 ノ 運搬最 モ 亦昔日二比 シ 驚異的

累加 ヲ 示現セ ル次第ナ リ 」とい う 。 現在 1 年間

の輸送量は約21万逃であるが， 前記諸工場が竣

功すれば約 70万逃になると予測している。 そ こ

で現有の 電気機関車 5両． 貨車 61両では到底

「斯ル大量 ノ 輸送ハ 全然不可能」 とみて貨車10

両の新造計画に及んだのである。 電気機関車 1

両の 建設に ついては 別途 申 請するとしている
が， こ れらも同 様に認可されたであろ う 。

(340) 以下，「車両 構造認可 申請書 く関西 急 行鉄道株
（鉄道力）

式会社＞」（鉄道省文書 「関西 急 行電鉄」） による。
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同 社は， 大軌 ・ 参急そ して関急時代 を通じて

車両の増設． ま た引 き続き複線工事に着手する

な ど し て戦時下の交通使 命 を全 う し よ う と した
が． 具体的な輸送状況についても う 少 しみてお

く と， 確かに1940年に入る と ， 伊勢大神宮への

参拝者は 激増する。 元旦の 地元紙は． 「輝やく
新春は明 け， どっ と 押寄た参宮客． 神 都は人，

人． 人 の 渦 を巻く」 と 報 じ ている。 市 内電 車 ・
バ ス ・ ハ イ ヤ ー は終夜運転を続けた (341) 。 3 日

付 の新聞は， 「世 を祈る 奉拝者は 神宮へどっ と
押寄す． 電 車もバ ス も鈴成 り の有様， 初 日 出拝

む二見も大賑ひ」 と 報 じ ， 各駅 （省線山田駅．

参急宇治山田駅． 同 大神 宮 前駅） は前 年元旦 と

比べ 5割の 激増で あった と い う (342) 。 さらに

4 日 付の新聞は． 「乗物， 旅館． 土産商昨 年よ

り 五割増収， 神 都の業者 ホ ク ホ ク 」 と 報 じてい
る (343) 。 伊勢神宮参拝客は． 年越 し から正月 3

日 迄で約50万人に迫るほ どであった。 地元紙は

「聖戦完遂 を神前に祈願する 国民の 緊張振 り を
如 実に物語っている」 と 報 じ た (344) 。 ま た名 古

屋逓信局では． 山田一橿原神宮間 ほか 9回 線．

名 古屋ー山田間 ほか5回 線の電話増設． 山田一

二見な ど の13カ 所に電話設置など の奉祝プ ラ ン

を発表 した。 設置は2月 1 日 から11月 末 日 迄の

予定 と した (345) 。 しか し， 一方で1939年夏から

1940年夏ま で続いた電力飢饉の問題があった。

すなわ ち ． 異常 渇水， さらに 石炭 不足などに
よ り ， 1939年10月 国家総動 員法に基づく電力調
整令が制定され． 一般 需要が抑制されたのであ

る。
1940年 1 月 中旬． 三重県は節電要領を発表 し

ている (346) 。 県下産業経済の中枢地である四 日

(311) 伊勢新聞，1940 年 1月 1 日 付。
(312) 同上，1940 年 1月 3 日 付。
(313) 同上，1940 年 1月 4 日 付。
(311) 同上， 1940 年 1月 5 日 付夕刊。
Cm) 同上, 1940 年 1月 7 日 付。
(316) 同上，1940 年 1月18 日 付夕刊。 なお 2月 1 日 か

ら 国鉄の貨物運賃制度の大 改正に伴い， 大軌・参
急線 も 同様に 改正を 行う こ と に な っ た。 従来の
「貨物営 業 粁程」は全廃して 実際の粁程によ っ て
運賃を算出する こ とになり， た と え ば参急伊賀線
の木材の如きは， 10 ト ンにつき17円70銭であ っ た

市では四 日 市署 が 閲 係業者 を集め， 節電協力の

申 し 合わせ を している。 そ の 他宇治山田署では

神 都花街の節電の打ち合わせを行 う など， 県下

各警察署でも同 様の動きがみられた。 当 然電鉄

企業も節電へ協力する こ と にな り ， 参急伊勢線

では第2次節電強化対策 と して， 1 月 15日 以 降

急行の連絡車両数の 削減， 車 内 暖房の廃止， 18

日 以降は準急 ・ 急行の 一部休止 を行っている。

さらに 第 3次 節電強化 対策によ り 2月 3 日 以
降， 4 7本の大量休止 を行 う こ と と なった (347) 。
他方， 参急 は1939年 7 月28日 付で鈴鹿海軍航空

隊から， 「 当 隊 将来計画 二 伴 フ 軍需品 ノ 輸送ニ
対 シ ， 現在貴社軌道四 日 市ー 白 子間 ノ 橋 梁ニ テ

ハ 強 度不足ノ 様及聞居候条最大限三十五 屯貨車

運行二 支障ナ キ 程度二 補強方 可然御配慮相成
度」 と の 司令 を う けている。 こ れに関連 して，

同 年 9月 鉄道大臣永井柳太郎宛に 申 請 した塩浜

• 海山道間複線工事の 件では， 次 の と お り ， 海

軍の要望に応 じ 橋梁の補強工事 を行 う こ と を 明

らかに している (348) 0 

理由書

四 日 市港第三期計画 卜 関連 シ テ 当 社沿線塩浜
• 海山道附近ハ重工業地帯 ト ナ リ 軍部其 ノ 他
ノ 大工場 力 建設 セ ラ レ ッ ヽ ア リ ， 又 白 子町二

ハ鈴鹿飛行隊 力 既二 設置 セ ラ レ 之等 卜 共二 桑
名 ヨ リ 四 日 市， 津附近二 至ル海岸地区ハ異常

ノ 発展 ヲ 為シ ッ ヽ ア ル ヲ 以 テ ， 之 ノ 地域二於

ケ ル 唯一 ノ 運輸機関タ ル 当 社線ハ先 年局部的

複線工事 ヲ 実施 シ幾分輸送ノ 円 滑 ヲ 図 リ タ ル
モ 尚充分ナ ラ ス ， 沿線二 於 テ ハ 輸送機関拡充

の が. 7 円80 銭 と いう大 幅な値下げと 発表 さ れ
た。 こ の点に関連して，伊賀線にお ける貨物集散

地たる上野町駅長は， 「我社は さ きに旅客運賃の
値下を断行し，今また 貨物運賃の大低減を行ひま
す こ と は現在の 国策遂行に寄与する所以でありま
して実に大英断 と いふべきでありませう，私 らは
こ の会社の大 方針に従ひ益々 誠心誠意運輸報国の
誠を致す考へであります」 と 語 っ ている （同上．
1940 年 1月29 日 付）。

(317) 同上，1940 年 2月 3 日 付。
(318) 「伊勢線塩浜海山道間複線工事 認可申請害」 （鉄

道省文書 「関西急行鉄道 ＜元参宮急行電鉄＞」 巻
七）。
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三璽県下の ロ ー カ ル私鉄と 大軌・参急資本の動向(3) (武知）

ノ 要望ア リ 当社二 於テ モ津 • 四 日 市間全部 ノ

複線計画 ヲ 樹 テ 実施準備中 ナ ルモ 差 当 リ 塩浜
• 海山道間複線工事 ヲ 施行 シ ， 併 セ テ 海軍 ノ

要望二 応 シ 軌道負担カ ノ 強化 ヲ 図 ）レ タ メ ， 軌

条ハ三十七既 ト シ 橋 梁所定動荷重ハ K, S ­

五 ヲ 採用セ ム ト ス ルモ ノ ナ リ

こ の 申 請を う け た 当局は， 「鋼材配給 ノ 見込
ア リ 」 と メ モしている。 所要鋼材は105屯 32と

い う (349) 。 複線許可の免許を得 た のは, 1 940年

2月の こ とである。 地元紙は 「資材入手の関係

上， 着工は幾分遅れる模様だが． 既に用地の買

収は完了してをり． 急速着手を 目 指し 目 下準備

中である」 (350) と報 じ ている。 一般に節電協力

が強いられている中で． 軍事輸送の優先が認め

られた わけであり， こ の点は注 目 に値しよ う 。

なお塩浜 • 海山道間 Cl . 3キ ロ ） の複線化を竣

エ さ せ たのは, 1 94 1 年 8月の こ とで， 1 週間 前

には名古屋鉄道が新名古屋駅に乗り入れ， 関急
線との地下連絡を開始している。

1 940年2月20日 からは電力規制緩和をみるに

至 っ た 。 こ れに応 じ ， 参急では 1 月中旬以降実

施してい た休止 ダ イ ヤ の大景復活を断行する こ

とにな っ た 。 ほ ぼ電力規制前の平常 ダ イ ヤ に復

活し た わけであるが， さ らに輸送力の増強をめ

ざし こ れを機会に従来単車運転していた 名古屋

• 大神宮前間急行を2両連結に． ま た 2両編成
であ っ た 名古屋・中 川 間 を 3両編成に増車し．

伊勢 • 橿原両神宮参拝者の便をはかる こ ととし

た。 電力規制も幾分緩和 さ れた とはいえ． こ れ

に要する電力は車内 暖房の廃止と列車のス ヒ� ­

ド 低下 （名古屋 ・ 大神宮前間で約 7 分） と各駅

ならびに停留所の照 明節減によ っ てカバ ーしよ

う とし た (351) 。 い う までもなく， 電力規制緩和

により 大軌や 神都の 市内電車も ダ イ ヤ が 復 旧

し． 参急 ダ イ ヤ の復 旧と相ま っ て， 臨時 ダ イ ヤ

を編成するなど ， 紀元2600年を奉祝する神宮参

(3!9) 「参宮急行電鉄伊勢線 々 路及工事方法変更ノ 件」
（同上）。

(350) 伊勢新聞， 1940 年 2月14 日 付。
(351) 同上, 1940 年 2月20 日 付夕刊。

拝者の増加に対応する こ ととな っ た (352) 。 参急

四 日 市 営業所 管 内 ⑥伊勢線 ・ 旧関急電鉄線な
らびに江戸橋 · 中 川 間 ） の 4 月中 の状況をみる
と， 前月比乗客数では 4 割， 収入では5割 1 分

の激増を示している (353
) 。 なお大軌は 「建国奉

仕隊」の輸送にあ た っ ては急行を運転し， ま た

大阪鉄道や奈良電気鉄道も増発や割引運賃を実

施して ， こ の大輸送を完遂 し た 。 そして， 紀元

2600年記念の都 市計画事業によ っ て， 社線橿原

神 宮前， 大阪鉄道の橿原神宮， 共 同 使用の久米

寺の各駅を廃止して久米寺駅の位置に橿原神宮
駅を開設し た 。 新駅の設置は1 939年 3月， 畝 傍

線の移設開業は同 年 7月の こ とであ っ た 。 1 940

年正月 3カ 日 の橿原神宮への参拝者は125万 人 ，

前 年の20倍， こ の 年 全体では1 ,000万 人とみら

れるが， こ の 年以 降も参拝者は絶え ず， 会社の

営業に持続的な好影 響をもたらせ たとい う (354)

台湾， 朝鮮， 「満洲国」 な ど海外からの参拝客
もみられ た (355) 。 3月および10月には， 大軌 ・

参急とも紀元2600年輸送ダ イ ヤならびに燈火管

制 ダ イ ヤ を それぞれ制定実施している (356) 。

19 4 1 年に入 っ ても， 参拝の た め 神都を訪れる

旅客は物 悽いものがあ っ た 。 大晦 日 から新春5

(352) 同上， 1940 年 2月20 日 付。
(353) 同上， 1940 年 5月 3 日 付。
(350 前掲 「近畿 日 本鉄道80 年の歩みJ 87-88頁。

神宮参拝旅客は， 2月11 日 の紀元節， 4月 3 日
の神武天皇祭， 11月10 日 の祝典などを ヒ° ー ク と す
るが， こ の間の状況を報 じた新聞は次のよ う にい
う （大 阪毎 日 三頸版， 1940 年 7月21 日 付）。
『完璧誇る輸送陣， 大軌 ・ 参急の快速ぶり」 と の
見出 しで， 「. . . …素晴しい 快速ル ー ）レ こ そ 電鉄王
国大軌， 参急の全貌である。 栄ある紀元二千六百
年にあたり， 果然聖地景仰の赤誠に溢ふれた参拝
客は全国か ら ど っ と 繰込んだ。 快速度連絡， 路線
変更， 車両増加等々 … …大 軌 ・ 参急が こ の旅客 ラ
ッ シ ュ に備へた鉄の輸送プ ラ ンは見事実を結んで
遺憾 がない」 と 。 また 「橿原神宮 と畝傍参拝は大
鉄電車」 と の見 出 しで 「紀元二千六百年の佳き年
を迎へ既に ＂新橿原神宮総合駅” も 明粧凝ら して
出 現， 日 々 幾万と も 知れぬ参拝客を呑吐している
＂聖地橿原神宮参拝は快速大鉄で” のモ ッ ト ー も

澄刺 と沸る賑はひを呈している」 と ある。
(355) 伊勢新聞， 1940 年 9月 2 日 付。
(356) 前掲 『近畿 日 本鉄道50 年 のあゆみ」 328頁。 前

掲 『近畿 日 本鉄道80 年の歩み」 86頁。
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第41巻 第 1 号

日間臨時案 内所 （省線山田駅前， 参急宇治山田

駅構 内， 同 伊蟄線大神宮前駅前） を設けている
が， その利用者 は2万 人を超 え， 参宮客か ら 大
好評を博 した。 こ の ほ か山田駅前に は ス ビ ーカ
ー ， 神都の小学生も案 内の奉仕にあたった (357)

0 

1月中の参宮客は 昨 年比12万 人増の110万人に
達 し ， 新記録を樹立 した。 地元紙は， 「重大時

局突波のため臣道実 践を神前に誓ふ力強さを如

実に反映 している」 と述べている (358) 。 乗降客

（省線山田駅 ・ 参急宇治山田駅） も 新記録を示
し， 「神都駅 は 黒字の 春」 と 新聞に 報ぜ られ

た (359) 。 関西線 （省線） で は， 参宮客の輻帳に

備えるため. 2月15日か ら ダ イ ヤ を改正． 実施

する こ とに している。 改正の主な点 は， 名古屋

• 湊町間に準急1往復増設， 山田 ・ 名古屋間に

直通1回 増設などであった (360
) 。 さ ら に鉄道省

で は， 3月 1日- 4 月15日まで参宮客殺到に備

えるため， 不定期な ら びに臨時列車を増発する
こ とに した (36

1) 。 交通と関係の深い 通信， たと

え ば山田 • 津間の電話もメ ッ キ リ 輻榛 し ， 昼間
は普通通話な ら ば1, 2時間を要する こ ととな

った (362) 。 5 月に関急では， 昨今の乗客輻骸に

備え， 名古屋線専用車15両を新造すべく認可 申

請中であったが， う ち 5両が本 年度物動計画 に
認め ら れた こ とが新聞に報ぜ られた。 こ れに伴

ぃ ， 大阪線の ロ ーカルに使用中の広軌車両 8両

を狭軌に改造 して回 附 し， 現在の総車両と合わ

(357) 伊勢新聞, 1941年 1月 7 日付。
(358) 同上, 1941年 2月 2 日付。
(359) 同上， 1941年 2月 5 日付。 なお1942年正月 3 カ

日の神宮参拝者は， 前年より12万人増の53万人を
数えた。 大 晦日の 参拝者を 加える と 61万人に達
し， 「実に三十年来の 金字塔樹立」 と新聞に報ぜ
ら れた （同上， 1942年 1月 5 日付）。

(360) 同上， 1941年 2月 6 日付。
(361) 同上， 1941年 2月27日付夕刊。
(362) 同上， 1941年 4月14日付。

山 田郵便局電話分室で取り扱う神都の市外通話
は大阪， 名古屋， 津の 3 市間 が最 も多い。 通話数
は山田 • 津間， 山田 ・ 名古屋間， 山田・大 阪間の
順序であり， 後 2 者は商取引 関係の通話が多数を
占 め た のに対し， 山 田 ・ 津間の輻榛は戦時経済統
制の強化に伴 っ て設立さ れた各商工業 組合をは じ
め とする各種の団体など と の折衝， 打 ち合わせが
非常に増加した結果 と いわれる （ 同上）。

せて 83両に増車 して輸送緩和に努める こ とに し

ている。 併せて名古屋・中川 間の全線複線化，
諏訪駅の移転 改築， 名古屋 · 大阪間の 軌間統
ー， そ して所要時間の短縮などを着 々 と計画 し
てい t- (363) 

゜

さきに参急塩 浜 • 海山道間の複線化について

述べたが， 着工準備中のと こ ろ， 引き続き194 0

年 5 月海山道 ・ 四日市間の複線工事を鉄道大臣

松野鶴平宛に 申 請 している。 申 請理由の一節で

は ， 「之 ノ 地帯二於 ケ ル 唯一 ノ 運輸機関タ ル 当

社線ハ 現在単線ニ シ テ 円 滑 ナ ル運輸 ヲ 期 シ 難 キ

ヲ 以 テ 各方面 ヨ リ 輸送力拡充 ヲ 要望 セ ラ ル ヽ 二

至 レ リ ， 即 チ 時局産業 ノ 製隆二呼応 シ テ 輸送機

関 ヲ 拡充 ス ）レ コ ト ハ 現下 ノ 喫緊事 タ ル」 (364) 点

だと訴えている。 さ ら に 8月に は， 中川 ・ 江戸
橋間の う ち 久居駅前後 5 . 5キ ロ 間を 複線化 し ，

かつ一部閉 塞信号機に特別の現示方式を採用 し

たい 旨を鉄道大臣村田省蔵宛に 申 請 している。

参急名古屋 ・ 中川 間 は輸送量の増大か ら 対応策

を必要とするに 至 り ， 「単線部分 ヲ 全部複線 卜
ナ シ 激増 ス ル貨客ノ 輸送二 備 ヘ ン ト 計画 シ 着 々

準備 ヲ 進 メ 居ル モ ， 資材不足 ノ 現状 ヨ リ 一時 ニ
実現セ シ ム ）レ コ ト 困 難 ナ ル ヲ 以 テ 運転ノ 状況 ヲ

考慮 シ 緊急 ヲ 要 ス ル部分 ヨ リ 順次複線二 変更 ス

ル モ ノ ナ リ 」 と その 理由 を 述べている。 続い

て， 津線参急中川 ・ 江戸橋間ハ槌二軌間 ノ 変更

ヲ ナ シ連絡運転ノ 便 ヲ 計 リ タ ル モ 単線ナ ル上二

駅間距離大ニ シ テ 運転ノ 円 滑 ヲ 欠 ク コ ト 多 キ ヲ

以 テ ， 最 モ 運転上必要 ナ ル久居前後五 • 五 粁 ヲ

複線 ト ナ シ 輸送能カ ノ 増大 ヲ 計 ラ ン ト ス ）レ モ ノ

ナ リ 」 と強調 している (365
) 。 さ ら に1 940年12月

か ら 1941年 4 月に か け て， 豊津浦• 伊勢上野

間 (366) , 楠 箕 · 白 崎間 (367) , 伊勢上野 ・ 鼓ケ 浦

(363) 大 阪毎日三重版， 1941年 5月14日付。
(364) 「名古屋 伊勢線 工事方法変更認可並特別設計許

可申請害」 （鉄道省文書 「関西 急 行鉄道 ＜元 参宮
急行電鉄＞」 巻八） 。

(365) 「津線参急 中川， 江戸橋間一部工事方法変更認
可並 特別設計及特別保安法施行許可申請書」 （鉄
道省文習 「関 西急行鉄道」 巻八）。

（鉄道力）

(366) 「関 西 急 行電鉄名古屋伊勢線 嘉』上閂 間工事方法
変更 パ牛 （複線 工事） 」 （ 同上） 。 「複線用地 ト シ テ
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三重県下の ロ ー カ ル私鉄 と大軌 ・ 参急資本の動向(3) (武知）

間 (368) の複線化 を 中 央へ 申 請 し て い る 。 申 請理
由 は， いずれ も 前述の 久居前後5 . 5キ ロ の 場合
と 同様で あ っ た 。 借入金 を も っ て支弁す る と し
て い る 。

一連 の 中 川 ・ 名 古屋間 の複線工事 に つ い て ，
関急社長種 田 虎雄は， 1941年12月 20 日 付で鉄道
大臣八田嘉明宛に， 以下 に 示す と お り ， 「利用
価値 乏 シ キ 新松阪 ・ 大神宮前間 ヲ 撤廃 シ 名 古屋
線 ヲ 複線化 シ度， 何分ノ 指示 ヲ 相 仰度」 と 陳情
し て い る (369)。

企 申 第四七九号
昭和十六年十二月 二十 日

関 西急行鉄道株式会社
取締役社長 種 田 虎雄印

鉄道大臣 八田 嘉 明殿
名 古屋線改良工事二 関 ス ）レ件

弊社名 古屋線ハ名 古屋桑名 間 開通以来大阪，
名 古屋間 ノ 直通旅客激増 シ タ ル ノ ミ ナ ラ ス 伊
勢臨海地帯 ノ 開発二伴 ヒ 区 間旅客モ 亦増加 シ
来 タ リ ， 今後其趨勢益 々 顕著ナ ル モ ノ ト 予想
致サ レ 候， 然）レ ニ本路線 ノ 輸送カ ハ 既 二 飽和
点二達 シ 居 レ ）レ ヲ 以 テ 中 川， 名 古屋間 ノ 単線
区 間 ノ 複線工事 ヲ 計画 シ 其一部 （塩浜―四 日
市間） ハ御認可 ヲ 得テ 目 下鋭意工事 ノ 進捗 ヲ
計 リ ツ ヽ 有之候得共， 残余ノ 区 間 二 就 テ ハ資
材不足ノ 今 日 御 当 局 ノ 格別 ノ 御 配慮 ヲ 仰 ク ニ
非サ レバ到底速 カ ナ ル完成 ヲ 望 ミ 得サ ル モ ノ
卜 察 セ ラ レ 候

弊社ハ伊勢電鉄合併以来並行区間 ノ ニ重設備
ノ 合理化 ヲ 計）レ ベ ク 鍍二 結城神社前、 川端間
ノ 複線 ヲ 単線 ト ナ シ ， 其 撤去資材 ヲ 四 日 市，

新二購入セル12l地ハ約四． 九00坪 ナ リ 」 「所要
鋼材 （二七二眩六一三） ハ配給 ノ 見込」 と い う 。

om 「関西急行鉄道 雷認菱岱 間線路及工事方法変更
パ牛」 （同上）。 「所要鉄鋼 （七〇五 ト ン 四O四）
逐次配給予定」 と い う 。

(368) 「関西急行鉄道 :�,;上喜 間線路及工事方法変更 ノ
件 （複線工事）」 （同上）。 楠箕 • 白崎間と 同様， 複
線用地については臨時農地等管理令第 7 条の規定
に よ る 協議をへた よ う であ る 。 「本件二要スル鋼
材 （四一三迎二九四） ハ逐次配給 ノ 予定」 と い う 。

(369) こ の辺の記述は， 「関西急行 鉄道名古屋線改良
工事二 関 ス ル陣情 ノ 件」 （同上） に よ る 。

江戸橋間 ノ 改良工事二充当 致候， 而 シ テ 名 古
屋， 山 田 間 ノ 旅客輸送ハ主 ト シ テ 中 川 経 由 卜
シ 江戸橋， 大神宮前間 ハ 単 二 区 間 輸送 ヲ 担当
セ シ メ 居）レ結果， 現在其 ノ 輸送上 ノ 重要性ハ
比較的少キ 状態 二有之候， 依而右区間 中 特二
利用価値乏 シ キ 新松 阪， 大神宮前間 ヲ 撤廃 シ
此等 ノ 資材 ヲ 流用 シ 各名 古屋 ノ 複線化 ヲ 実現
シ 以 テ 輸送ノ 円滑 ヲ 計ルハ最モ機宜ノ 処置ナ
リ ト 思惟仕候間， 事情御賢察ノ 上何分 ノ 御指

示相 仰キ度 此段及陳情候也
尚右 ノ 新松阪， 大神宮前間 撤去二依ル資材並
二弊社ノ 手持材 ヲ 以 テ 致 ス レバ 目 下 申 請 中 ノ
久居前後， 豊津浦 • 伊勢上野間， 楠 箕 • 白 崎
間及伊勢上野 ・ 鼓ケ浦間ハ別表 ノ 通 リ 極少量
ノ 鉄材 ノ 補充 ヲ 要 ス ル ノ ミ ニ テ 工事 ヲ 完成 シ
得ベ ク 又残余区間 ノ 複線改良工事モ 僅少 ノ 資
材補充 二依 リ 之 ヲ 完成 シ 得）レモ ノ ニ有之候

実 は こ の年1 1月 陸運統制令 は 全面 改正 さ
れ． 「不急不要事業 は こ れ を休廃止せ し め， そ
の資材の活用 を は か る こ と 」 が規定 さ れ て い た
の で あ る 。 一部路線を撤廃 し ， 資材を転用 し て
名 古 屋線の複線を め ざす こ の陳情 に 関 し ， 翌年
1 月 7 日 付で 三重県知事中野興吉郎 は ， (1)利用
価値少 キ 新松阪． 大神宮前間 ノ 営業 ヲ 廃止 ス ）レ
モ 地方民二 及ボ ス 影怨大ナ ル モ ノ ナ シ， (2)資材
流用 ハ 戦時下 事情余儀 ナ キ 措置 卜 認 ム と 副 申
し て い る 。 上述の 申 請 お よ び三重県知事の副 申
に対 し ， 鉄道当 局 は ， 1942年 2 月 「右ハ 時局柄
妥当 ノ 措置 卜 被認候条， 新松阪 ・ 大神宮前間営
業廃止 二 因 ）レ地方交通 二 及 ス 影 響 僅少 ナ ル ニ 於
テ ハ該線路ノ 発生資材 ヲ 以 テ ス ル名 古屋線改良
工事二 付 テ ハ 願意認許 ス ）レ様致度 二 付， 貴官 ヨ
リ 何分 ノ 内示方相 煩度」 (3

7
0) と 通牒 し て い る 。

認可を得 た 関 急 は， 1942年 8 月 1 1 日 か ら 新松 阪
• 大神宮前間 (18 . 8キ ロ ） の営業 を廃止 し た (371) 。
新松阪 ・ 大神宮前間 の 撤去材料表 お よ び工事用
材料割当 表 （手持材及新松 阪以南 撤去材 ニ ヨ ）レ）
を提出 し て 名 古屋線複線工事 に充当 さ せ る こ と
に な っ た 。 工事順位 は， (1)久居前後， (2)豊津浦

(370) 同上。
(371) 「運輸営業一部廃止届」 （同上） 。
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ー伊勢上野， (3)楠箕ー 白 崎， (4 )伊努上野 一鼓ケ

浦 ， (5)桑名ー揖斐川， (6)江戸橋一豊逆. (7)揖斐

川左岸ー長 島駅間， (8)豊津浦車庫， (9)二重池一

津' (10)長島一木 曽川， (11)津線残部， (12)海山 道一

諏訪と し ており, (1) - (4 )は認可 申 請 中であっ

た 。 それ ぞれ工事種別， 所要材料 （不足分 明示）

などを明らかに している (3721 0 

関急は， またこれより先， 194 1年 7 月 7 日付

で 傍系の中勢鉄道線路についても， 同様に鉄道

を撤廃 し ， その資材の一部を三重鉄道 内 部線そ

の他に充 当 させ たい 旨を， 鉄道省監督局長宛に

陳情 していた。 そこでは， 次に示すとおり， 中

蟄鉄道は参急の並行線となり， またバス網の整

備などと相まって， 存在意義が薄 < ' 業績も振

るわなかった からである。 金属回収の国策にも
添う措置だと述べている (373) 0 

昭和十六 年七月七日

関西急行鉄道株式会社

取締役社長 種田 虎雄印

鉄道省監督局長

大山 秀雄殿

中勢鉄道線路措置に関する件

拝啓初夏の候益 々 御清栄奉大賀候

陳者弊社の傍系会社 たる中勢鉄道は旧参宮急

行電鉄敷設により之が並行線となれる為， 逐

年交通量減少 し 久居， 伊勢川 口 闇の如きは最

近一 日 ー粁当収入 僅かに四円 拾銭を挙 ぐ るに

過 ぎず極度の経喪節約によるも 猶欠損を免れ

ざる実状に有之候， 他方起点岩 田橋より久居

に至る区間は三重乗合のバス路線と並行 し 久

居， 伊勢川 口 問に就ても一部津 自 動車路線之

に並行 し残余の部分も中勢鉄道に於て目 下 申

請 中の久居， 七栗間バス路線の免許相 受候 暁

に於ては之が代行機関の任務を果すこととな

り， 以上のパス路線整備と相 侯つて本鉄道線

路は今後全 く 重複施設と可相成交通呈 比 較的

稀薄なる当 地方に於て之を存置する必要無之

次第と存ぜられ候， 然る処今般監雑第一〇三

(372) 「新松阪 ・ 大神宮前間 撤去 資材表其ノ 他提出ノ
件」 （同上）。

(373) 「中勢鉄道線路措置に関す る 件」 （同上）。

五号を以て目 下の重要国策 たる金属資源回収

に関する御通牒相受． 弊社と し ても鋭意之に

順応可致方策を考究致居候へ共， 先づ本路線

の撤廃こそ上記の国策に最も適応するものと

確信仕候， 就而本件に関 し貴省に於かれても

至急実状御調査の上之に関 し何分の御指示 仰

度， 此段及陳情候也

追 而本鉄道 撤廃による軌条其他残存材料の内
一部は予 而 四 日市臨海工業地帯と して生産拡

充の為 線路及 設備の増設方に付 御高配 仰居

候， 傍系三重鉄道内 部線に充 当 致 し 残余の処

分に関 し ては更に何分の御指示を受度存念に

御座候問． 此点も併而御含置被候度候

中勢鉄道は， 1943 年2月に解散となり， 路線

を撤去 供 出 し たことは 前に 述ぺ たところであ

る。 なお 前述の 複線 工事は， 1943 年3 月から

1944 年 3 月に かけて 順次 竣工 し たが． この間

1943 年 7 月頃から， 輸送激増のため座席の一部
撤去を開始 している (374)。 他方． 大阪線と名古

屋線の軌間 統一は当初からの課題であった。 参

急では名阪間直通電車運転計画につき種々 研究

しており， 1940年8月の新聞に 「名古屋 ・ 大阪

間を緑の弾丸列車実現へ」 との見 出 し で， こ う

報ぜられ た 。 すなわち， 「現在の本線 （ 中川 ・

大阪間）の広軌道に狭軌運転も可能とすべ く 軌

道の内側にさらに レ ー ）レを一本増設 して広狭両

用の電車を走らす 模様である… …資材関係が順

調に運べば一挙に同問 題を解決 して名古屋 ・ 大

阪間の所要時間二時間州分程度にス ビ ー ド アッ

プすべ く 努力 することになっ た 模様で． 文字ど

おり緑の弾丸列車が薫風を戟って快走の日も近

いことだろう」 (375) と。 当 時産業報国運動の精

神に則り． 省線四 日市駅 および四 日 市港駅を中

心とする運輸施設の拡張や関西線の複線改良な

どを陳情 (376) してい た 四 日市商工会議所では．

改めて早速同 年同月 参急の軌間は狭軌に統一さ

れ たい 旨を同社社長宛に陳情するところとなっ

(374) 前掲 『近畿日 本鉄道50年のあ ゆみ」 332-333頁。
(375) 大阪毎 日 三重版， 1940年 8月11 日 付。
(376) こ れ らの陳情は， 前掲 『四 日市市史J 第十二巻

史料編近代 II , 899-904頁に収録されてい る 。
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三重県下の ロ ー カ）レ私鉄と大軌 ・ 参急資本の動向(3) (武知）

た。 その一節 では， 「殊二 四 日 市市臨港地帯二

建設中 ノ 各種大工垢二 於 テ ハ専用引込線 ト シ テ

貴社線 ヲ 利用 ス ）レ モ ノ ア リ テ 省線 ト ノ 連帯輸送
ヲ 要 ス ）レ 貨物 モ相当 ノ 数量 二達 ス ）レ コ ト ヽ 被存

候， … … 中 部 日 本二於ケ ル地方鉄道ノ 大部分ハ
国有鉄道 卜 同 様三吹六吋ニ シ テ ． コ ノ 軌間 ヲ 越
ユ Jレ所謂広軌ナ ル モ ノ ハ 殆 ン ド 無之実情二御座

候， 就テ ハ何卒交通機関 ノ 産業へ及 ボ ス 影 響並
ビ ニ 沿線各地方ノ 事情御清鑑 ノ 上貴社路線ハ其
ノ 軌間 ヲ 狭軌二統ー シ ． 社線相互間 ノ 連絡 ヲ 至
便ナ ラ シ ム ル ト 共 二 省線並 ビ ニ他 ノ 社線 ト ノ 連

絡輸送 ヲ 円 滑 ナ ラ シ ム ）レ様 格別 ノ 御高配相成
度」 (377) と 述べている。 なお 名古屋 線の広軌

改築は, 1959年の 伊勢湾 台風 後の こ とで あっ
fー (378)

引込線につい ては． と く に軍部優先の動きが
目 立つ。 194 0 年5月参急は横須賀海軍建築部と

塩浜駅軍用線連絡工事協定書を結んで， 四日市

に新設する 軍専用 線 を 同 駅 に 連絡する ことに
し て いる(379)。 同 様に . 11月 に は鈴鹿海軍航空

隊か ら の 要求で 貨物の 直通運輸を 行 う べ く 白

(377) 四 日 市商工会議所 『月報」 第参百拾 四号， 19 4 0
年 9月， 4 頁。 名古屋線の狭軌採用につ いては，
前述のとおり， 関急電鉄時代にも 同様の陳情を し
ていた。

(378) こ の点は， 前掲拙著 「日本の地方鉄道網形成史 」
第 4 章を参照。

079) 「塩浜 駅 軍用線 連絡 工事協定書」 （鉄適省文書
「関 西 急 行鉄道 ＜元参宮 急 行電鉄＞」巻七）。

1941年 2月 四 日 市商工会議所は，参急 塩浜駅方
面にお ける電車運転回数の増加を陳情している。
すなわ ち， 「四 日 市 市塩浜方面二於テハ東邦重工
業 ，石原産業海運等ノ 各 工場並 ビニ海軍省工場陸
軍製絨廠 四 日 市製造所建設 セ ラ レ且 ッ 之 レ ニ伴 ヒ
社員住宅，合宿所， 一般住宅，店舗等亦増加 シ 同
方面ハ股振ナ ル工業地帯 ヲ 形成 シ， 急 速ナ ル 発展
ヲ ナ シ ッ ツ ア ル実情二候、 斯 ノ 如 キ情勢ニ アル ヲ
以テ参急 電車 ヲ 利用 シ テ塩浜方面 ノ 工場二通勤 ス
ル者又ハ其他ノ 旅客 ノ 数ハ近時頓二増加 シ電車ハ
常二殆 ン ド満員ノ 状況ニ ア リ テ， 殊二朝夕， 雑踏
甚ダ シ キモ ノ 有之候，然ルニ塩浜駅二於ケ ル電車
ノ 発着回数ハ比較的少ナ キ ヲ 以テ塩浜方面 ヘ ノ 通
勤区間例ヘバ富洲原， 伊勢若松間二於ケ ル電車ノ
運転回数 ヲ 増加 シ雑踏 ヲ 緩和 ス ル ト 共二 輸送 ノ 敏
速 ヲ 図 ラ レ ン コ ト ヲ 切望致ス 次第二候」と （前掲
「月報」 第参百拾八号， 1941年 1 月 ， 8 頁）。

子駅軍用線連絡工事協定書を 結んで いる(38
0)。

し か も ， こ れ ら は予定の 時期よ り 遷延 は 許され

な いとしたのである。 ま た 同 年11月 の軍社協定

に基づき， 1942年 8月 「名古屋線塩浜， 海山道

間軍用道路」 に踏切 苔報装置を新設するこ とを

申 請 し ているが， この場合， 「所要資材並費用

ハ 協定二基キ海軍負担 ト ス 」とされた (381) 。 反

面関急名古屋駅貨物設備竣工の 件は， 「 資材不
足 ノ 折柄」延期を繰り返 し 嘆願しており， さ ら
に2 カ 年間，194 4 年 6 月 末日迄の延期を願い出

る有様であった (382) 。 その他， 戦時下兼営の電

燈電力供給事業は，1942年 4 月 国 策により関西

配電に現物出資することになり， 分離を余 儀な

く された。 同 年10月には戦時陸運非常体制が確

立するのであり， 翌 年 8月 には 車両部品の 砲
金， 真 鍮製品の一部を撤去供出 し て いる。 同 時

に繊維製品不足のため， 車 内荷物棚網， 座席の
一 部を板張りにするな ど の措置が講 じ ら れるに

至 っ たのである (383) 0 

( 3) 関 西急行鉄道か ら 近 畿 日 本鉄道へ

戦時重要物資の輸送確保が如何に重要視され
たかは論を待たない であろ う が， バ ス ・ ト ラ ッ

ク 輸送の漸減的傾向にあった当 時， 国鉄補助線
と して私鉄の担 う べき役割も大きな も のがあっ

た。 関 西の主要電鉄会社に とって． 電力国家管

理に よる配電部門の分離は業績への懸念材料で

あったが，1942年 4 月 以来の運賃値上 げ に よる

好影 響に加 え て ， 乗 客 も 引き続き増加傾向を示

し， 業績は当 面好調に推移 し ていた。
と こ ろ で， 大阪地方におけ る交通調整ないし

交通統制は大い に議論を呼んだ。 1941年 7 月 鉄

道省は， 大阪 地方の 私鉄の 調整 に乗 り 出 した

が， 私鉄側 では阪神， 阪急， 京阪， 関急， 大鉄，
南海の 6 社で， 経営者側による 自 主的な統合研

(380) 「海軍専用 引込鉄道連絡工事等二 関 ス ル件」 （鉄
道省文書 「関西 急 行鉄道 ＜元参宮 急 行電鉄＞」 巻
八）。

(381) 「関 西急行 鉄道名古屋線 踏切警報機設置ノ 件」
（同上）。

(382) 「関 急 名古屋駅 貨物設備 延期許可 申請書」 （ 同
上）。

(383) 前掲 『近畿日本鉄道50年の あ ゆ み」 331-332頁。
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究が進め られて い た 。 その結果， 「南海鉄道を

主体とする南部プ ロ ッ ク （第1ブ ロ ッ ク ー一引
用者注） ， 関急を母体とする東部 （第2ブ ロ ッ
ク ー一—引用者注） ， 及び阪神， 阪急， 京阪三者

を包含する 北部 （第 3プ ロ ッ ク ー�引用者注）

の三プ ロ ッ ク 案」 が有力視されるに至り， 当 時

鉄道省も こ の案を有力視 し てい た 。 さ ら に第 3

ブ ロ ッ ク に編入を予定された京阪を分離 し て第
4 プロ ッ ク として独立させる案もあった (384) 。

「各私鉄市内 乗入線の調整 乃至譲渡問題」 も重
要性を持ってい たよ う である (385) 。 これ ら が ど

のよ う に変 貌 し たかは， 後述することと し て，
まず行論の関わりか ら 関急の動きをみることに
し よ う 。 関 急は， かねて関係の深かった大阪鉄

道 （大鉄） を合併し， プ ロ ッ ク 形成を前進させ

る ことになるか らである。

大阪鉄道は河陽鉄道， ひいては河南鉄道を前

身とする古い歴史をもつ会社であり， 越井醇三

が社長に就任するや， 大阪市内進出を計画し，

1919年社名 を改称， 1929年前後には吉野進出を
め ぐ って大軌と対立してい た 。 だが， 大軌が吉

野鉄道を合併 し た こ ともあり， この時以降大軌

系となり， 紀元2600年に際 し ては橿原神宮前に

共 同 駅を設置するなど密接な関係にあった ので

ある。 大鉄の業績回 復を待って， 両社の合併問

題は議論されたりも し たが， 機が熟さず， やは

り戦時交通統制を 背景と して具体化するのであ
っ た 。 1942年10月 の関急定時株主総会では， 社

長種田虎雄が 話長席につき， 「政府当局二 於テ
ハ 国策 ト シ テ 東京， 大阪其 ノ 他 ノ 重要地区ノ 交

(380 前掲 『 西 日 本主要会社の解剖」 1943年版， 35頁。
日本 経営史 研究所編 「阪神 電気鉄道八十年史」
(1985年） 230 頁。

(385) 市内乗り入れに関 して， 1942年 4月阪神 • 関急
両 社長は， 鉄道大 臣八田嘉明宛に地下鉄道網の 整
備をは じめ， 大 阪市の南北の交通は面 目 を一新 し
たが， 「東 西 ノ 交通ガ比較的閑却 セ ラ レ居ル」 と
して， 交通調整に貢献する意味からも， 「上本町
六丁 目 ヨ リ 難波・湊町・汐見橋 ノ 各重要終端駅 ヲ
経テ千鳥橋二至ル」 地下鉄を建設 して大 阪 市の東
西の交通を緩和せら れんとする陳情書を提出 して
いる （「関 西 急 行 鉄道線 卜 阪神電鉄伝法線 ト ヲ 連
絡スル地下鉄道建設二 関スル陳情書」 （前掲 鉄適
省文書）。

通調整 ヲ 企画 セ ラ レ ， 更 二 大東亜戦争 勃発以
来， … . . .交通機 関 ノ 整備統合 ノ 機運ハ ー層促進

セ ラ レ ル ニ 至 ツ タ ノ デ ア リ マ ス 。 カ カ ル折柄昨

年末鉄道省 ヨ リ両社二 対 シ テ 合併 ヲ 勧告 セ ラ レ

タ ノ デ ア リ マ ス ガ， 両社ハ時代 ノ 要請二鑑 ミ ，
当局ノ 提示サ レ ル条件ニ ー任 ス ル コ ト ト シ テ 此

ノ 合併勧告 ヲ 応諾致シ マ シ テ， 去 ）レ七月両者ニ

覚書 ヲ 交換 シ ， 十月 七日合併契約書 ノ 調印 ヲ 行

ッ タ 次第デア リ マ ス 」 と合併議案を提出 してい
る。 当時1 年間の利益率は関急 9分 6厘， 大鉄

7 分1厘， 配当は関急 8 分， 大鉄 6分と業 績に

相 違があるものの， 大鉄の将来性を考慮して合

併比率は対等とし， 後配株制度を採用すると し
た 。 大鉄の従業者は全部新規採用の形式で関急
が引き継 ぐ と し た (386) 。 同 じ日に開かれた大鉄
定時株主総会では． 社長佐竹三吾 (1932年就任，

元鉄道院監督局長， 大 阪市電気局長， 鉄道省政

務次官） が議長席につき， 合併議案が通過すれ

ば 「大鉄ハ存立ヲ 失 フ 事 ト ナ リ ， 千四百名 ノ 従
業 員 卜 共二 感 慨無量 ナ ル モ 国策 ノ 一部 ヲ実行 ス

ル ニ 於 テ ハ 私情 ヲ 挿 ム タ 到底許サ レ ザ）レ為ー同
喜 ビ テ政府 ノ 指 図 二 従 ヒ タ ル所以 ナ リ 」 と述べ

た 。 続いて， 1932年10月 自 分が 入社当時， 「 当

社ハ 窮境 ノ 極 二居 リ 」 ， 借入金1, 8 30万 円 ， 利息

118万円に 達 し てい た が， その後経費の節約を

はかり， 悲壮なる覚悟と努力によって整理を進

め， 1940年 3月 末 には1,000万 円 を返済するこ

とができ た とい う (387) 。 合併議案は両社株主総

会で滞りなく承認され， 194 3年2月 に合併をみ

た。 資本金は関急1億1, 8 97万 円 ， 大鉄2, 100万

円 であったから， 合併により関急の資本金は1

億 3, 997 万 円 となり， 旧大鉄路線 （阿倍野橋 ・

橿原神宮駅間， 古市 ・ 長野間及道明寺 ・ 柏原間
54 粁 3分） を社線に加 え たのである (388) 。

(386) 「関 西 急 行鉄道大 阪鉄道会社合併ノ 件」 「関 西 急
行鉄道第六十回定時株主総会議事録」 ＜写＞ （鉄道
省文書 「関 西 急 行鉄道」）。

(387) 「大 阪鉄道 株式会社第八拾七回定時株主総会議
事録」 （ 同上）。 大 阪鉄道に ついては， 前掲拙著
「都市近郊鉄道の史的展開」 第3 章第5 節を参照。

(388) 「関 西 急 行鉄道大 阪鉄道会社会併ノ 件」（同上）。
大 鉄合併にあたり， 社内報 『関 急 」は大 鉄合併
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三重県下の ロ ー カル私鉄と大軌・参急資本の動向(3) (武知）

関急と大鉄の合併日， この 年2月1日 は 東京

の劇場 ・ 映画館が交代制で月2回節電休館を行

うなど全国的に電力節約運動が開始されること

とな っ た記念すべき日でもある。 ま た神宮参拝

者の態度は． ま す ま す 敬虔となり， 「参宮には
ま づ 心身を祓 ひ 清めて」 ということで， 前 年
可契” をうけたもの は10万 5 ,000人に達 した。 内

訳 は 国民学校児童を筆頭に， 会社工場 従業 員．
中等学校生徒な ど の順位であり， 府県別では大
阪． 三重， 東京， 兵庫な どが多か っ た (3

8
9

) 。 国
鉄ダイ ヤ をみると， 昨 年11月改正の準戦時型旅
客 ダ イ ヤ をさらに緊縮 して，194 3年2月1 5日か

ら は戦時型旅客ダ イ ヤ とな っ た。 つ ま り鉄道省

で は戦力増強上， と く に必要な鉄鋼， 石炭 その
他重要物資の輸送力増大， 生活必需品の確保の

ための輸送を優先することに し， 旅客列車運転

の整理に着手 したわけである。 東海道線特急を

は じ め， 各主要幹線の急行列車の全部 ま た は一

部を廃止 した。 関西線，参宮線は準急も全廃と

な っ た。 京浜， 阪神方面の終電 は その利用状況
にかんがみ， 終電の時 刻を20分ない し 40分繰り

上げ節電に資すると した (390) 。

この時期， 関急伊勢線廃線を利用 して国道1

号線 （津 • 宇治山田市間） の改修工事を 3カ 年

継続で着工することが決 ま り， 2月に実地測量

を開始 し， 6月に起工式が行われた (391) 。 国道

特輯号 (1943年 2月） を刊行している。 社長種田
虎雄は， 従 業 員に対し， 「和衷協力， 交通報国に
挺身 さ れん ことを望む」 と訓示した ( 1 - 2 頁） 。
なお 関 西 急 行鉄道産業報国会の綱領は， 「一我等
ハ国体ノ 本義二則 リ 産業 ノ 国家的使命 ヲ 体 シ渾然
一体職分奉公 ノ 誠 ヲ 致 シ以 テ皇 運 ヲ 扶英 セ ン コ ト
ヲ期ス 、 一我等ハ交通事 業 ノ 重責二鑑 ミ 敬神崇祖
常二人格 ノ 陶冶二努メ 至誠一貫産業 報国 ノ 本分 ヲ
完 ウ セ ン コ ト ヲ期ス ， 一我等ハ事業 一家 ノ 伝統精
神 ヲ 発揚 シ 忠信大和各其ノ 業 務二精励 シ以テ社運
ノ 隆昌 ヲ期ス 」 とある。

(389) 伊勢新聞， 1943年 2月 2 日 付。
(390) 同上，1943年 2月10 日 付。
(391) 同上， 1943年 6月 8 日 付。 こ の間， 鉄道省では

靖国神社 臨 時大祭に新たに合祀 さ れる戦没者の遺
族が参拝のため上京するので，例年の ごと く ， 追
族に無賃乗車証を交付するとともに， と く に遺族
専用列車を運転している （同上， 1943年 4月 1 日
付）。

とい え ば． さきに名古屋土木 出張所および大阪
土木出張所が名古屋 ・ 大阪間 自 動車専用国道建
設の計画を発表 したが． これをうけて四日市商

工会議所で は，1941年 8月 「殊二高速 自 動車道

路 ヲ 開設 ス ルハ戦時下物資輸送カ ノ 強化拡充 ヲ

図 ）レ上 二 於 テ 緊急欠 ク 可 ラ ザ）レ コ ト 、 被成候」

と内務大臣宛に陳情 していたが． そこで は併せ

て国 道第2号線中未改修部分を改修されんこと
も陳情 している (392) 。 194 3年 6月には． 三重県

関 係者 （名古屋一神戸間高速度 自 動車専用道路

建設期成同盟会 ほか） が名古屋 ・ 神戸間高速 自

動車国 道の早期建設を内務省 その他を訪問 • 陳

情 している。 この弾丸道路計画は． 調査費だけ
は計上されたようである (393) 。 この ほか， 戦時

下の様相を示す特徴と して 避難訓練があるが．

た と え ば 6月14 日省線山田駅 （上り下り2列車）

で実施された待 避訓練の状況をみると． 神 鋼産

業戦士 800名もの 多 数が 3分で 待 避 したの に 対

し， 同山田駅で は 一般乗客 60名にす ぎなか っ た
ものの． 所定の待 避場 所に全員が待避するのに
7 分かか っ たという。 一般乗客 は 個 人 訓練 は 出

来ていても団体訓練 は十分でなか っ たからであ

り． 神戸製鋼鳥 羽工場 の産業戦士の場合 は日頃

の訓練を生か し， 駅係 員の指醇の下に秩序ある
行動をと っ たからであるといわれた (39

4) 0 

194 3年に入ると， 電力消 費規制 は い っ そう強

化され， ま た金属非常回収実施で寺の梵鐘など
の強制 供 出 も行われたが， 関急で は， 軍部の

要請により， この 年 4 月鈴鹿市神田矢田部町よ

り同市平田町に至る神戸支線敷設願を鉄道大臣

八田 嘉 明 宛に 申 請 している。 資金 総額208万

円， 出 資方法 は株式払込ま たは 借入金， 軌問 3

吹 6吋， 電力 供給者 は 中部配電 株式会社と し

た (39
5) 。 この 申 請につき， 三重県知事曽我梶松

(392) 前掲 四 日 市商工会議所 『月報」 第三百弐拾六号，
1941年 9月， 13頁。 国道といえば，1938年 4月 1
府 2 県の有力者が伊賀上野町に集ま っ て，期成 同
盟会を結成して津ー大阪間の国道編入連動を本格
化 さ せる動きを示していた （同上， 1938年 4月12
日 付）。

(393) 同上， 1943年 6月19 日 付。
(39l) 同上， 1943年 6月16 日 付。
(395) 「延長線敷設免許申請書」（前掲鉄道省文書） 。
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第41巻 第 1 号

は， 翌月 大要次の よ う に調査 し ， 免許下付を副
申 し て い る (396) 0 

調 査 書
一 申 請者 ノ 資産及信用 程度

本会社ハ 大阪二本社 ヲ 名 古屋二支局 ヲ 置キ
関 西， 東 海 ノ 両地区 二 跨Jレ大鉄道会社 ニ シ
テ 其 ノ 鉄道敷設総延長四 百七十三粁余之ガ
資本金一億三千九百九十七万円 ニ シ テ 本邦
電鉄界 二 於 ケ ル雄 ト モ 謂 フ ベ ク 全国 的 二 信
用 篤シ

ニ 事業 ノ 成否
本 申 請路線ハ 関急名 古屋線神戸支線伊勢神
戸停車場 ヨ リ 鈴鹿市三 日 市町， 算所町 ヲ 経
テ 同市平田 町地方二 目 下建設中 ノ 鈴鹿海軍
工廠二至ル 区間 ヲ 軍 ノ 要望ニ ヨ リ 延長 セ ム
ト ス ル モ ノ ニ シ テ 軍事上欠 ク ベ カ ラ ザル施

設ニ シ テ 成業 ノ 見込確実 卜 認 ム
三 事業 ノ 効用

鈴鹿海軍工廠及沿線部落 ノ 唯ー ナ ル交通機
関 ナ ル ヲ 以 テ 事業完成ノ 上ハ軍事上其ノ 他
一般地方民二与 フ ル利便甚大 ニ シ テ 事業 ノ
効用 大ナ ル モ ノ ト ア リ ト 認 ム

四 他ノ 鉄道， 軌道， 索道又ハ 自 動車等 二 及
ボ ス 影 響
影 智ナ シ

五 他 ノ 鉄道， 軌道， 索道又ハ 自 動車等競願
ア ル ト キ ハ 其 ノ 名 称， 区間， 申 請者名及申
請書ノ 受付年月 日
該 当 ナ シ

関急神戸支線延長敷設の件 は軍部の要請 を 背
景 と し た も の で， 何 ら 支障が あ る わ け で は な か
っ た 。 問題は戦時下の資材不足 に あ っ た が， 軍
部 と し て は 何 よ り も そ の 重要性 を 強調 し て お
り ， 1 943年 5 月 29 日 付で鈴鹿海軍工廠 （仮称）
設立準備委員 か ら 関急社長種 田 虎雄宛 に， こ う
照会 し て き た。 す な わ ち ， 「予テ 計画中 ノ 首題
ノ 件 （神戸支線延長—引 用者注） ハ資材ノ 関
係上相 当 遷延ス ル 模様二有之侯処， 斯 ク テ ハ 当

(396) 「伊勢 神戸支線 延長敷設免許二 関 ス ）レ 件」 （同
上）。

廠作業遂行上支障有之候二付， 資材入手 二 関 シ
テ ハ貴方 二 於 テ 比較的 閑散又ハ遊休鉄道会社等
物色ス ）レ等対戦 即応 ノ 意気 ヲ 以 テ 至急着手ノ コ
ト ニ 御取計 ヲ 得度」 と (397) 。 こ の照会 に接 し た

関 急 で は ， 6 月 17 日 に社長名 で鉄道省監理局長
佐藤栄作 宛 に， 本件 は 4 月 21 日 付 で 申 請 中 で あ
る が． 「今般 現地軍御 当 局 ヨ リ 別紙ノ 通 リ 至急
工事実施方御下命有之候， 就 テ ハ 右至急御免許
相賜ハ リ 度， 尚資材二 関 シ テ ハ 弊社 ト シ テ ハ入
手 困難二付． 甚恐入候得共格別 ノ 御配慮相 仰キ
度． 此段及御願候也」 と 陳情 し た (398) 。 こ の 動
き を み る と ． 戦時下 の資材払底の状況が よ く わ
か る が， 結局同年 8 月 11 日 付で 「本出願線ハ其
ノ 終点 タ ル鈴鹿川 附近二 目 下建設中 ノ 規 模大ナ
ル海軍工 廠 （一部ハ 既二操業 ヲ 開始 セ リ ） ノ 従
業員並二 資材輸送上 極 メ テ 緊要 ナ ル 施設 卜 被
認」 と 免許 を得 た 。 地方鉄道法に よ る 工事施行
認 可 申 請の期限は, 1944年 8 月 11 日 ま で と さ れ
た (399) 。 し か し ， 戦局が悪化す る 中， こ の 延長
線は． 戦前段階 で は つ い に実現をみ な か っ た の
で あ る （い0) 0 

さ き に少 し言及 し た ， 大阪付近 に お け る 戦時
交通調整な い し交通統制 は交通事業調整委員会
の審議に は及ばずに， 1940年 6 月 大 阪市電が有
力 な民営バ ス 会社大阪乗合 自 動車 を統合 し (401)

同年12月 に は南海鉄道が激 し い競争の末， 阪和
電気鉄道を合併 し て い た (402) 。 続 い て， 前述の
と お り ， 1941年 3 月 大軌 と 参急が合併 し ， 関 西
急行鉄道 と な り ， 前述の 3 プ ロ ッ ク 案が有力視
さ れて い た 。 こ の う ち 第 2 プ ロ ッ ク で は， ま ず

(391) 「神戸線延長二関ス ル件照会」 （同上）。
(398) 「神戸線延長敷設二 関 ス ）レ件」 （同上）。
(399) 「関西急行鉄道虞誓鸞間鉄道 延長線敷設ノ 件」

（同上）。 1943年12月 に 関急は， 諏訪 • 海山道間の
直線工事認可申請を してい る （伊勢新聞， 1943年
12月 17 日付）。

(IOO) こ の ）レ ー ト は， い っ たん 起業廃止 さ れたが，
1963年 8 月 近鉄鈴鹿線 と して実現す る 。 前掲拙著
「 日本の地方鉄道網形成史J 134-138頁を参照。

(10 1) こ の点は， 前掲拙著 『近代 日 本交通労働史研究j
146頁以下を参照。

(102) こ の点 は ， 前掲拙著 『 日本の地方鉄道網形成史」
275頁以下を参照。
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関急と大鉄が合併 し たことは． 前にみたとお り

である。 さらに． 関急は大鉄を合併 したことに

よ り ，194 3年2月以来， 従来大鉄が受託経営 し

ていた南和電気鉄道（尺土・御所間5.2キ ロ ） の 営
業管理を行 う ことになった。 同 年11月には「経

営 ノ 合理化 卜 事務ノ 簡素化」をはかるため会社

合併認可申 請書を運輸通信大臣八 田 嘉 明宛に提

出 し，194 4 年 4 月に南和は関急へ合併された。

合併による資本増加は行わないと し た (403) 。 同

様に， この 4 月に関急は信貴山急行電鉄 （信貴

山口 • 高安山間および 高安山 ・ 信貴山門間 3. 4
キ ロ ） ならびに大鉄百貨店を合併 している。 こ
の合併の件は． 「軍 需省 ト モ 打合 ノ 上異存無之

候」とある。 前者は企業整備によ り 営業休止中

であ り ，臨時株主総会の出席者はわずか1名で
あった。 同社は, 1928年5月に関急の前身大軌

の子会社と して設立されたもので, 1938年 7月

以 降． 親会社の営業管理下にあった。 やは り 合

併による資本増加は行わないと し た （四）。 後者

は大鉄を培養する 目 的で設立されたもの で， い
う までもなく鉄道事業とは密接な関係をもつ。
合併によ り 大鉄百貨店 の資本金500万 円 を 増加

し， 関急の資本金は， 1億 4 , 4 97 万 円 となる (405) 0 

194 4 年1月 の 関 急臨時株主総会では， 議長種 田
虎雄よ り ，「百貨店経営ノ ミ ヲ 目 標 ト ス ）レ 他 ノ

一般百貨店 ト ハ其 ノ 生 ヒ 立チカ ラ 趣 ヲ 異ニ シ，
… …現在当社南大阪線ノ 玄関 ロ ヲ 形成 シ テ居 リ

(i03) 「会社合併認可申請書」 「関 西 急 行鉄道株式会社
第六十六回定時株主総会議事録 く写＞」「南和電気
鉄道株式会社 臨 時株主総会議事録 く写＞」（鉄道省

（鉄道力）
文書 「近畿日本鉄道 ＜元関 西 急 行電鉄＞」）。

南和電鉄合併前の 1943年上期末の関 急 の従業員
数は， 職員1 ,173名， 運輸従業員4, 828名， 工手其
他4, 764名，計10 ,765名にな っ ている （「関 西 急 行
鉄道株式会社 第六 十六回報告書」 1943年10月）。
こ の年11月 1 日 に軍需省・運輸通信省が設けら れ
企画院・商工省・逓信省 ・ 鉄道省 ・ 腹林省•海務
院は廃止となる。

(400 「関 西 急 行鉄道 ・ 信貴山 急 行電鉄会社合併ノ 件」
「関 西 急 行鉄道株式会社 臨 時株主総会議事録」「信
貴山 急 行 電鉄 株式会社 臨 時株主総会議事録」 （ 同
上）。

Cm) 「関 西 急 行 鉄道株式会社， 株式会社大 鉄百貨店
会社合併ノ 件」（同上）。

マ ス ノ デ， 其 ノ 土地並二建物 ヲ 確保 シ テ 置キ マ

ス コ ト ハ， 将来当社事業経営上最モ必要 ナ リ ト

考 ヘ マ シ テ， 合併 ス ）レ コ ト ト 致シ タ イ ノ デア リ

マ ス 。 御 承知 ノ 如 ク 最近二於テ ハ百貨店 ノ 経 営

ハ非常二 窮 屈 ト ナ ッ テ参 リ マ ジ タ ガ． 仮 二 営業

ノ 規 模 ヲ 相当 二 縮小ス ）レ ト 致 シ マ シ テ モ， 現在

程度ノ 利益 ヲ 挙ケ ）レ コ ト ハ 些 シ テ 困難 デハ ナ イ

卜 存ズ）レノ デ ア リ マ ス 」(406) と 合併議案提出の

理 由が述べられていた。 大鉄百貨店従業 員 の 引

き継ぎに ついては． 「普通ナ レバ退職手当 ヲ 支

給 ス ）レ ノ デア リ マ ス ガ， 最近ハ主務官庁ノ 方針

二 拠 リ 之 ヲ 行 ハ ズ 関 急 ノ 在職 年数二 清算 シ ，

計算ハ 凡テ 同社ノ 規定二準拠ス ル」 (407) とされ
た。

194 3年 9月21日 ， 政府は国内態勢強化の方針
を決定 し ， 戦局の悪化に対応せんと した。 2 日

後には，14 -25歳の女子で勤労挺身隊を編成す

るとともに, 17職種に男 子の 就業を禁止 し た。

この中には． 出改札係 • 電 車 ・ バ ス の 車掌・踏

切手な ど が 含まれて いた。 10月1 日 鉄道省で

は． 列車時刻を改正． 旅客列車の大削減を実施
（富士を除き 特急廃止） し ， 貨物列車の 大増発

に踏み切った。 国 鉄では女子を大星採用 した。

194 4 年 4 月1 日 から， 決戦非常措置要綱に基

づき， 1等車· 寝台車 ・ 食堂車廃止 Clo月11日

から特急列車全廃， 急行列車 削減） ， また遠距

離 の 旅行制限 （旅行証明書発行） などが実施さ
れたが． これらを展望 した地元紙は， 関 係者 の

談話を載せていた。 三重県経済部長は 「買出 し

部 隊に対 し ては徹底的に厳禁， 断呼たる方針で

臨むつも り である」と語っている。 同県輸送課
長は， ともかく「歩け主義で ゆくべきだ， … …

現在殺 人 的旅行者 の 制限については人があった

ならば県下主要駅， 例へば 関急中川 駅などで交

通智察を行いたいと考へている」 と語 り ， また

省線山 田 駅長は 「神宮参拝者まで制限すると云

ふの ではない， 祝祭 ・ 日曜日な ど の 紋 日 の旅客

(406) 前掲 「関 西 急 行鉄道株式会社 臨 時株主総会議事
録」 （ 同上）。

(l07) 「株式会社大 鉄百貨店 臨 時株主総会議事録」 （ 同
上）。
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輻躾を徹底的に制限するものであって． 要する

に一般乗客の 自 粛にまたね ばならぬと思ふ」 と

述べている (408) 。 同じ く ， 従来の県金属類非常

回収工作隊は県金属類決戦回 収工作隊に改編 ・

結成され． 金属類の回収強化をはかることとな

った（血）

このように推移してい く 中で． 大阪地方にお

ける私鉄の統合は． と く に第3 プロック（阪神

・ 阪急 • 京阪の合併構想） が阪神と阪急の競争

意識から難航していた。 実は193 6 年11月に大蔵

公望を中心に大阪電鉄連合会が作成した 「大阪

地方交通統制案J でも， 阪神と阪急の合併が第

1 に要望されながら実現をみないままだったか

らである。 阪急は京阪と合併をはかって 1 プロ

ック を形成し． 京阪神を連絡して 3 都市間の輸

送力を増強することを望んでいたようである。

京阪は阪急との合併などは全 く 考えていなかっ

たが． 結局鉄道省の強い要請で合併を約 束させ

られた。 すなわ ち , 1942年 10月 両社に対し．

「鉄道省から合併に関する正式の勧奨があった。

これは 実質的に 合併命令に 等しい ものであっ

た」 (410) という。 ただ当 時 「一般私鉄業界や，

大阪市内 部には， 単に個 々 の私鉄会社が地区 別

プロ ッ ク 別 ごとに合併して一元化することに，

はたしてなにほどの利益があるかという疑問が

強 く ， … …前例のような合併統合は． 自主的に

は順応しがたいという空気があった。 … …会社

（京阪—引 用 者注） としても， 調整法の発動

がないか ぎり， 他社との 合併 など 考えなかっ

た」 (4111 から． 政府は積極的な勧奨に乗り出さ

ざるを得なかったのである。 京阪は合併を受諾

したものの． 直 ちに 喜多市松 社長の 名前で，

「両社合併ハ 対等 ヲ 本 旨 ト シ 其 ノ 合併方法ハ 元

ヨ リ 設立合併 ニ シ テ 新会社ノ 最高首脳部ハ公平

無私 ノ 立場二在 リ 且高遭達識ニ シ テ合併目 的完

(408) 伊勢新聞， 1944年 3月16日付。
(409) 同上， 1944年 5月 3 日付。
<m) 阪急 電鉄株式会社 『75年のあ ゆみ く記述編＞」

(1982年） 24頁。
(HI) 京阪電気鉄道株式会社史料編簗委員会 『鉄路五

十年」 (1960年）298頁。

遂上適任者ナ リ ト 御 当 局 二 於 テ 御思惟セ ラ ル ヽ

人士 ヲ 以テ セ ラ レ度キ コ ト 」 (412) と 当 局へ上申

している。 合併斡旋は， 1943 年に入っても接衝

が続けられたが， 4 月に喜多社長は一身上の理
由で突如辞任してしまい， 合併処理については

佐藤一男専務取締役らに委ねることになった。
結局1943 年10月両社は合併し， 京阪神急行電鉄

となる。 この合併は， 前述の関急と大鉄に次 ぐ

ものであるが， 従来何ら資本関係もなかった点

に注目 すべきであろう。 合併条件は阪急が存続

会社となり， 京阪株が後配となるなど京阪側に

不利であった。 京阪全社員には解散手当が支給

された。 それは 「社員4 , 128名の身分と勤続 年

数に応じて， 職員最高 本給の6 . 5 カ 月分（勤続

16 年以上， 雇 傭員は 6 カ 月分）， 職員・雇 傭員

とも最低（勤続 6 カ 月未満） 1 カ 月分， 総額 9 1
万 6 千 92円」 (413) であった。 合併後の新社長に

は阪急の佐藤博夫が就任し， 京阪の佐藤一男は

副社長となる。 和久田 康雄氏は 「このように京

阪と阪急の格差がついたのは， 太田 光熙の拡張

政策が挫折したあと経営陣に人を得なかった京
阪に対し， 阪急の場合は小林一三が社長退任後

も独裁権を持 ち， これを補佐して佐藤博夫がよ

く 社内をまとめていたからである」 (41ヽ） という。

なお阪神は網 干まで延長開通した山 陽電鉄と合

併させ， 阪神間から姫路に至る重工業地帯の輸

送力増強をはかるべきであるという見解もあっ

たようだが， 結局統合の対象外となったのであ

る。

次に当初有力視された構想とは全 く 異なり，

1944 年 6 月関西急行鉄道と南海鉄道の合併によ

り近 畿 日 本鉄道（近鉄） が誕生するが， これま

た根強い反対があった。 ことに 「南海鉄道社員

にとっては， 会社の歴史お よ び現状を無視した

ものとして 根強い反対が あった」。 鉄道省時代

関急社長種田 虎雄と同僚であった南海副社長中

山隆吉（元鉄道省運輸局長） は， 合併に反対し

Cm) 同上， 299頁。
Cm) 同上， 301頁。
(110 和久田康雄， 前掲書 （『人物と事件でつづる私

鉄百年史」）， 177頁。
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て南海を去って い る 。 南海の重役会は政府勧奨
の合併案 に 屈服 したわけであ る が， 中山は 「交

通業者と し て 関西急行と 南海との 合併が 交通

上， 一般の 利便となり， 旅客輸送改善の 大方針

ならば止むを得ないが， 軌条ひとつをとって み

ても． 関西急行は標準軌であり， 南海は多年国

鉄と旅客貨物 の交流の結果． 国鉄と同 じ く 狭軌

であり， 両線の合併は交通上 の 利 便がな く ， た
だ資本の 合 同 の みが 目 的の 合併は 無意義 であ

り， さら に， 合併が実行されれば， 種田氏と共
同 経営の形となり， 極めて 不 自 然な営業形態を
なすお それが あ る と考えた」 か ら だとい う 。 ま

た退任の理由を説 明す る ため． 関急本社に種田

社長を訪れたと こ ろ， 「最初に種田氏は， 「なぜ

君は南海を辞め る のか。 実は 僕も こ の 合併 に反

対であったが， 軍部や 監督局統制派の 法律をた

て に し て の圧迫に． 遂 に 敗北 したのだ」 と の こ

とで， 全 く 案外の こ とであった。 … • • • とにか

く ， 関急， 南海の合併は， 統制派 の 無理な強制
により生まれたもので， 合併の 当初から， こ の

合併は長続きせ ぬもの と， 私は信 じ ざ る を得な

かった」 とい う (415)

こ う した空気があ っ たもの の， 1944年 3 月 28

日両社長名で「今般運輸通信省 ノ 慾 憑 二 従 ヒ 交

通調整 ノ 国策二 順応 シ企業ノ 統合二依）レ運 営 ノ

強化 ヲ 図 ル為」 の合併申 請書を運輸通信大臣五

島慶太宛 に提出す る こ と に な る (416) 。 翌月 大阪
府知事 河原田稼吉は， 「右 （両社合併 ノ 件――­

引用者注） ハ企業ノ 統合二依）レ経営 ノ 合理化 ヲ

図 リ ， 戦時下輸送カ ノ 確保増強 ヲ 期 セ ン ト ス ）レ

モ ノ ニ有之適当ナ ）レ措置 卜 被認候」 と副 申 し て
い る 。 但 し， 南海の上町線および平野線は こ の
際大阪市へ譲渡せ し め， さら に阪堺線および大

浜支線も大阪市電との 一体的運営 に 統合させ る
の が適当と し てい る 。 つまり新会社は軌道線を

分離譲渡 す る こ とにより， 「其 ノ 本来 ノ 目 的 ト

ス ）レ長距離輸送二専念シ 国鉄代行線 タ ル ノ 使命
完遂 二 遭進ス ）レ ヲ 適当 卜 被認候」 と したのであ

(115) 南海電気鉄道株式会社 『南海電気鉄道百年史」
(1985年） 352-354頁。

(116) 「会社合併 認可申請書」（前掲鉄道省文書） 。

る (417) 。 当然の こ とながら． こ れ に先立ち 3月

23日 に両社はそれぞれ臨時株主総会を開き， 合

併の件を承認 し ていた。 関急 の 場 合． 冒頭で種

田虎雄社長は． 「政府当局ノ 餘 憑二 従 ヒ 」 合併

す る こ と に なったが． 「顧 ミ テ 感 慨無量 ナ ルモ

ノ ガ ア ル ノ デ ア リ マ ス 。 . . … •御 承知 ノ 通 リ 今ヤ
戦局ノ 様相極 メ テ 深 刻 ナ ル モ ノ ガア リ マ シ テ ，
… … 一億国民ハ • … • •戦力増強 ノ ー点 二 総カ ヲ 結
集致シ テ居）レ ノ デア リ マ ス 。 我 々 鉄道業者 卜 致
シ マ シ テ モ 翠二 深 ク 思 ヲ 致 シ ， 国家 ノ 要請 ス ）レ

所二積極的二協カ シ ， 全カ ヲ挙ゲテ 輸送カ ノ 増

強 ヲ 図 リ ． 交通報国二 遭進セ ネ バナ ラ ヌ コ ト ハ
固 ヨ リ 多 言 ヲ 要 シ ナ イ 所デア リ マ ス 」 と挨拶 し

てい る 。 次いで， 昨年大阪では関急が大鉄を合

併 した こ とや京阪神急行電鉄の 誕生． 東京 にお

け る 東京急行電鉄の 例な ど に言及 し ． こ れらは

国家的要請に進んで協力 し た結果に ほかならな

いと述べ てい る 。 さら に関急． 南海両社の歩み

を回顧 し てい る 。 南海 に ついては 「明治二十九
年三月 資本金弐百八拾万円 ヲ 以 テ 創立セ ラ レ タ
古 イ 歴史 ヲ 有ス ）レ会社デア リ マ ス 。 … … 其 ノ 営

業粁程ハ， 最近政府二 買収サ レ ル コ ト ニ決定致

シ マ シ タ 山手線 ヲ 除 キ マ シ テ モ ． 鉄道二 於 テ 難

波和歌山市間． 汐見橋高野下間其ノ 他 ヲ 合 シ ．

百三十四粁四分． 軌道二 於テ 恵美須町浜寺間．

阿倍野橋住吉間 其 ノ 他 ヲ 合 シ ニ十六粁． 合計百
六十粁四分 ノ 鉄道及軌道線 卜 之二 附帯ス ル事業

ヲ 経営 シ ， … … 地方鉄道 ト シ テ我国有数ノ 規模
ト 内 容 ト ヲ 有 ス ）レ 会社デ ア リ マ ス」 と述ぺ．

「今 此 ノ両社ガ合併 シ 社業ノ 基礎 ヲ 更 二 強 固 ナ

ラ シ ム ）レ ナ ラ バ． 必ズ ヤ 輸送力増強 二 見）レベ キ

成果 ヲ挙ゲテ 国家喫緊 ノ 要請二応 ジ 得）レ ト 確信
ス ル次第デア リ マ ス 」 とい う (418) 0 

南海の場 合は． 寺田 甚吉社長が合併の 経緯を
も う 少 し 詳 し く 述べてい る 。 すなわ ち ． 「去）レ

一月 上旬 ノ 事デア リ マ ジ タ ， 関西急行ノ 種田社

Cm) 「関 西 急 行鉄道南海鉄道会社合併ノ 件」 「地方鉄
道会社合併ノ 件副申」 （ 同上）。

Cm) 「関 西 急 行 鉄道株式会社 臨 時株主総会議事録」
（ 同上）。 南海につ いては， 前掲拙著 『都市近郊鉄
道の 史的展開」 第 3 章第1 -第4 節を参照。
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長 卜 私ハ運輸通信省 二招 カ レ マ シ テ ， 長崎鉄道
総局長官カ ラ 戦力 増 強 ノ 為 メ 両社 自 主的二合併
シ テ ハ ド ウ カ ， ト ノ 御 懲 憑 ヲ 受ケ マ ジ タ ， 山手
線 ノ 国 鉄編入モ 当 社 卜 致 シ マ シ テ ハ 極 メ テ 重大
ナ事柄デ御座イ マ ス ガ， 此ノ 問 題ハ 当 社 卜 致 シ/
マ シ テ ハ文字通 リ 未ダ 曽 テ ナ キ 重大 ナ 問 題デア
リ マ ス 。 ソ コ デ私ハ熟慮二熟慮 ヲ 重ネ ， ア ラ ユ
ル角度 カ ラ 合併 ノ 可否 ヲ 検討致 シ マ シ タ 結果，
合併ス ベ キ デ ア ）レ ト ノ 結果 ヲ 得マ シ タ … • • •大東
亜戦争ハ悽愴 苛烈， 喰 フ カ 喰ハ レ ル カ ノ 段階二
在 リ ， 帝国ハ文字通 リ 興亡 ノ 危機二 立 ツ テ居）レ
ノ デ御座 イ マ ス 。 … • • • 国土 ヲ 悉 ク 戦場二， 国民
悉 ク 戦士 ト ナ ッ テ 粕進刻苦 セ ナ ケ レバ ナ ラ ナ イ
卜 存 ジ マ ス ， 此ノ 点 カ ラ シ マ シ テ モ 運輸通信省

ノ 怨憑二異説 ヲ 唱 フ ベ ク モ ナ イ ノ デ ア リ マ ス 。
更 ラ ニ 当 社 内 部 ノ 事情ニ ヨ リ マ シ テ モ合併 ス ベ
キ デ ア ル ト 確信致 シ マ シ タ ， … … 一面ニ ハ事態
ノ 緊迫化二 伴 ヒ マ シ テ ， 山手線 ヲ 譲渡 セ ル 後二
於 ケ ル 当 社 ノ 鉄道及軌道ノ 夫 々 ノ 使命 ヨ リ 縛夕
）レ将来ノ 動 キ モ ー考 ヲ 要 ス ）レ処デア リ マ ス シ 又
人及 ビ資材 ノ 点デ極 メ テ 困難 ヲ 感 ジ テ 参 ツ タ ノ
デ ア リ マ ス ， 従事員 ヲ 得）レ コ ト ハ 御承知 ノ 国民
動員計画二基 ク 男 子ノ 就業禁止ニ ヨ リ 次第 二 困
難ノ 度ハ加ハ リ ツ 、 ア リ マ ス ， 又資材 ノ 面デモ
日 一 日 卜 窮 屈ニ ナ ツ テ 参 リ マ シ タ ， 運輸通信省
及 ヒ 鉄軌統制会 ノ 御斡旋ニ ヨ リ ア ル程度 ノ 最ハ
入手 シ ッ ヽ ア リ マ ス ガ， 当 方 ノ 希望 ヲ 充 ス ガ如
キ ハ思 ヒ モ ヨ リ マ セ ン」 と 。 両社合併 に よ っ て ，
資材を 重点的， 集 中 的 に 使用 で き る わ け で あ
り ， 「最悪ノ 場合 廃止 ス ベ キ 路線ハ 廃止 シ ， ゥ
ン ト 生 カ ス ベ キ 路線ハ生 カ ス ト 云 ッ タ 様ナ コ ト
ガ広 イ 分野 二 亘 ツ テ英断的二行ヘル訳デ ス ， 更
ラ ニ 大 阪 ヲ 中心 ト シ テ 名 古屋 卜 和歌 山 ノ 両軍 需
生産都市 ト ノ 連絡線ハ省線 卜 併行致 シ マ ス 関係
上， 輸送カ ノ 強 化 ヲ 一元的二行 ヘ ル ノ 体制ガ整
ヘ ラ レ ル ノ デ ア リ マ ス 」 と い う (419) 。 政府の強
い 勧奨 に は抗 し き れ る も の で は な か っ た が， 加
えて南海首脳陣の大勢は， こ の年 5 月 山手線が

Cm) 「南海 鉄道 株式会社 臨時株主 総会議事録」 （同
上）。

戦時強制買収の 対象 と さ れ た危機感 も あ っ た よ
う に思 わ れ る (420) 0 

新会社 の資本金 は ， 2 億3, 147万 円 （関急 1 億
4 , 497万 円 ， 南海8 , 650万 円 ） と な っ た 。 合併前
1 カ 年の両社の業績 は よ く 似て お り ， 配当 は 関

急が年 8 分， 南海が 9 分 5 厘で あ っ た 。 当 局 の
勧奨が あ っ て， 新会社の配当 は年 9 分の予定 と
し て い る 。 寺 田 社長 は 南海の 興隆に 寄与 し た
7 , 000名 の従業員 に 感謝 の 意 を 表 し て い る 。 ま
た株主総会で 減配等 に つ き 質問 も 出 た が， 「旧
来 ノ 利 潤追求ノ 観念 ヲ 捨 テ 責務遂行 ノ 責任 ノ 負
担 卜 謂 フ 新 ラ シ キ 観念二基イ テ ， コ ノ 総会二臨
ミ 小心 ヲ 捨テ ヽ 大同 二 就キ ー 切 ノ 過去 ノ 経 緯 ヲ

投ゲ打 ッ テ原案二賛成 ス ）レモ ノ デア ル」 と い う
意見が 多 数を 占 め， 原案 ど お り 承認 可決 さ れ た
(421) 。 こ こ に， 形式的 に は対等合併 をみたが，
こ の年山手線を買収 さ れ た南海は 規 模 に お い て
関急 と 大差が あ っ た 。 こ の た め1944年 6 月 1 日
発足 の新会社の社長 に は 関急の種 田 虎雄が就任
し ， 南海の寺田 甚吉は会長 と な っ た 。

ち な み に， 1944年度 の主要鉄軌道会社の開業
線 は ， 近鉄 636 . 7粁 （資本金 2 億3 , 147万 円 ，
地方鉄道61 1 . 3粁， 軌道25 . 4粁） ， 東武584 . 0 粁
（資本金5, 550万 円 ， 地方鉄道531 . 2粁， 軌道52 . 8
粁） ， 名 古屋530 . 7 粁 （資本金9 , 825万4 , 000 円，
地方鉄道487 . 9 粁， 軌道42 . 8粁） ， 東急28 6 . 0粁
（資本金 2 億2 , 415万円 ， 地方鉄道263 . 0粁， 軌
道23 . 0粁） ， 京阪神213. 2 粁 （資本金 1 億6 , 385
万 円 ， 地方鉄道55 . 8粁， 軌道157 . 4粁） ， 西 日 本
200 . 8 粁 （資本金 5 , 000万 円， 地方鉄道93 . 6粁，
軌道107 . 2 粁） で あ っ た (422) 。 文字 ど お り ， 近
鉄 は資本金 で も 開業路線キ ロ 程で も 日 本一 と な
っ た 。 近鉄の誕生 に よ っ て， 改 め て近 畿 日 本鉄
道産業報国会 を組織す る こ と に な る が， 種 田 新
社長は， 従業員 一 同 に対 し ， 「新機構 は現業第

Cm) 南海山手線につ いては， 前掲拙著 『 日 本の地方
鉄道網形成史」 第 7 章を参照。

WI) 「南海鉄道株式会社臨時株主総会議事録」 「関西
急行鉄道南海鉄道会社合併 ノ 件」 （前掲 鉄道省文
書）。

(122) 鈴木清秀， 前掲書， 197頁。
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ー主義を採 っ て， … • • • 現業 局を拡充強化す る こ

と ＞ し」し， 「総務， 勤労， 業務の三局は" . " . 

本社的性格を持たしむ る こ と にし た · … • •ま た 調

査室を新設して会社の事業に 関す る 事項 は 勿論

其の他 各種の 調査をなし， 考査室を 設けて本

社， 傍系会社を通 じ て査察並に指導の徹底を期

し， また 東京に支社を硫いて中央官庁 との連絡

を緊密な ら しむ る こ と 口 致したので あ り ます」

と 挨拶 してい る 。 と くに 現場 従業員諸君は，

「時局下 愈 々 貨客輸送の 輻核す る に 加へて， 資

材及び人手の不足に よ る 諸君の労苦は誠に並 々

な ら ぬものがあ る と思 ひますが， 何卒萬難を克

服して重要輸送の円滑 な る 使命達成に 邁進して

頂きた いので あ り ます」 と 述べ た '423> 。 しかし

人員 ・ 資材の不足はい っ そ う 深刻 と な り ， 車両

故障が続 出す る 有様で あ っ た 。 1944年 7 月に は

生駒ケ ー プ）レ宝山寺 2号線を 撤去供 出 し， 1 945

年 2月には尺土 ・ 橿原神 宮駅間を単線化して 1

線 撤去供給してい る 。 この月に ば法隆寺線 （平

端 ・ 法隆寺問） お よ び大浜線中大浜北町 ・ 大 浜

海岸問の連輸営業を休止してい る (424) 。

( 123) 近畿 日 本鉄道産業報国会機関誌 「親栄」 第 1 号，
1944年 10月， 4 -5 頁。 関連 文献と して， 拙 稿
「時局下 南海鉄道の 一動向一 「社報」 にみる諸相
ー」 （安森梢ー先生 退官記念会編 『和歌山地方史
の研究」 1987年）がある。

(121) 前掲 「近畿 日 本鉄道50 年のあゆみ」335 -336頁。
関急から近鉄への移行段階で， 次のような動き

がみられた こ とを付記してお く 。 すなわち， 1944
年4月関急は名古屋線富洲原駅の旅客乗降場を約
320 メ ー ト ル 名古屋側へ移設し， 富田駅の貨物取
扱を廃止， 富洲原駅に貨物取扱の集約化を行うと
申請している。 さらに 「宮洲原駅移設二伴 ヒ 富洲
原， 川越間ハー粁未満 ト ナ ルタ メ 」J I !越駅を鹿止
するとした。 旅客乗降場移設の主な理由は 「駅附
近工場ヘ ノ 通勤工員 ノ 便 ヲ 図ルタ メ 」であり， 貨
物集約取扱の理由は 「特二時局柄最モ璽要視セ ラ
ルル某会社工場及其他諸施設ノ 出現二依 リ 貨物 ノ
激増 ヲ 予想セ ラ ル ヽ ヲ 以テ該工場二接近セル富洲
原駅二貨物駅 ヲ 集約強化」しようとするものであ
った。 こ れらは同年12月に許可をうけ， 工事竣功
期限は1945年2月末とされた。 所要資材は， 富田
駅の側線を撤去し転用 および手持品という こ とで
あ っ た （「関急 富田及富洲原停車場設備変更並川越
停留場廃止認可 申請書」 「近畿 曰 本鉄道名古屋線
工事 方法 変更 ノ 件」 ＜鉄道 省 文書 「近畿 日 本鉄
道」〉）。

この間営業面で は， 1 944年 6 月か ら 2キ ロ 以

下の定期乗車 券の発売停止， 8月には旅客の制

限強化を行 い， ま た 空 襲に よ る 被害も 加わ っ

て， 1945年 2月か ら 6 月にかけて営業休止区 間

お よ び各駅の営業休止 はさ ら に増 加し た 。 敗戦

直前の 7 月 25日には， 乗車券不足のため， 往復

券の代用 と して片道乗車券 2枚を発行す る ほど

で あ っ た。 運輸面では， 1944年10月か ら 急行運

転の廃止お よ び ス ビ ー ド ・ ダ ウ ソ を実施し， 上

本町 ・ 名 古屋間を 4時間12分で運転した。 1945

年 6 月 には， 全線終発列車を 30分- 45分繰 り 上

げ る と ともに， 上本町 ・ 名 古屋間は 5時間 9分

運転 と な っ た 。 こ れ は 名 古屋進 出以来の最低記
録で あ っ た !425) 0 

お わ り に

これまで， 主 と して， 宇治山 田お よ び名 古屋

進 出をめ ぐ る 三重県下の伊勢電 と大軌 ・ 参急資

本の競合について当時の状況を 背景に詳し く み

てき た 。 さ ら に進んで戦時交通統制についても

一定の展望を試みてき た 。 そこでは伊勢電の興

亡に焦点をあてなが ら ， 戦時下に至 る 大軌 ・ 参

急資本に よ る 路線網の拡大過程を追 っ てきた。

資本の論理が貫徹してい っ たこ と を読み取 れ よ

う が， 裏面で動いた 代議士などの存在も注 目 に

値しよ う 。 そ して大軌 ・ 参急同 系 2社 は大阪か

ら 宇治 山 田までの直通路線の完成に続き， 名 古

屋方面への進 出をめ ざし， 曲折をへて1 938年 6

月つい に 傍系の関西急行電鉄 と 3社の提 携によ

り 大 阪 ・ 名 古屋間を結 ん だので あ る 。 伊勢電が

(425) 同上， 56 , 337頁。
1944年6月 1 日から10 日 間， 運輸通信省では，

「みん な 親切に 明朗に決戦下の輸送や通信業務」
に励むべ く ， 小冊子 「総親和の態度と言葉遺 ひ」
「都市疎開と輸送」 を作成して 「総親和運動」を
全国的に展開する こ とに なる （伊勢新聞， 1944年
6月 1 日 付） 。 こ の運動の趣 旨は， (1)部内職員 に
対する責任感ないし敢闘精神の昂揚ならびに戦場
の明朗化， (2)部外， つま り 一般国民に対して決戦
下 に おける運輸通信業務の璽要性の徹底にあ っ た
C「総親和運動の展開に就て」長 崎惣之助文書， 第
10 巻）。
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挫折 し た のに対 し ， 大軌系 グル ー プの経営戦略

は， 橿原神宮， 伊勢神宮， 熱田神宮の 3聖地巡

回 ）レ ー ト の完成に意を注 ぎ， それを実現させ た

ところに成功の一因があった と思われる。 ま た

戦前段階から観光）レ ー ト の完成にも力を入れて
い た 。

この間における中央の免許行政は示 唆的であ

ったといえよう。 長距離電車の出現は， 併行す

る 国鉄 蒸気列車に脅威を与 え た のである。 国鉄
• 私鉄間あるいは私鉄相互間の併行線が各地に

出現 し たのは， 当時の政友会 ・ 民政党の2大政

党の政治工作に一因があったことは否めない。

免許にあ たっては， 資金関 係， 事業の成否など

知事の副申 書が上申 されてい る が， 果 た し てす

べて妥当な調査結果といえ る だろうか。 利権絡

みの免許もなかった とはいえ ず， そ の後免許線

の譲渡をめ ぐ る 葛藤も 少なく なかっ た のであ

る 。 当局は， 鉄道事業の性格から， 地域の交通
事情にかんがみ， 小きざみ に 免許を下附せ ざる

を得ない 面があったのであろうが． 必ず しも一

貫 し た姿勢とはいえない。

ここで， 1910年から1940年に至 る 三重県下の

諸車 台数の 推移をみると， 第10表の ようにな

る。 1910年は県下で始めて 自 動車が登場し た年

であり， 1930年には1, 000台を超え， 1935年に

は1, 800台近 く とな る 。 1940年は確認できない。
明 治大正期は． 荷車を筆頭に馬車， 牛車など の
荷積用 が多い。 昭 和期に入ると， 荷 車は次第 に
漸減す る 。 但 し， r三重県史』 別編統計が指摘

す る ように， 無税車両は多 < . た と え ば1937年

度は荷車 34 , 984台， リ ヤ カ ー28, 40 8台, 1938年
度は荷車 36 , 740台， リ ヤ カ ー 30 , 334台となって

いる(426) 。 戦前段階における地域輸送（荷積用 ）
と し て は， 後述の ト ラ ッ ク の ほか， これらが大

第10表 三重県下の諸車台数 （単位 ： 台）

馬 車 自 転 車
年 次 牛 車 荷 車 自 動車 人力車 リ ヤ カ ー 総 計

乗 用 荷積用 自 動 通 常

1 910 
122 1 ,325 1 ,753 83 , 556 2 3 , 1 82 6 ,043 95, 9 83 

(0.1) (1 .4) ( 1 . 8) ( 87 . 1) (-) (3 .3) (6.3) (100.0) 

15 
97 1 , 700 1 , 179 95, 160 8 2 ,624 33 23 ,994 124,795 

(0. 1) (1 .4) (0.9) (76 .3) (-) (2. 1 )  (-) (19 .2) (100.0) 

20 
69 1 , 873 1 , 055 100, 31 1  1 17 2 , 2 95 10 9 61 ,695 167 , 524 

(-) ( 1 . 1) (0.6) (5 9. 9) (0. 1) (1 .4) (0.1) (36. 8) (100.0) 

25 
32 2 , 322 1 , 004 102 , 131 33 8 1 , 743 350 105 ,21 7  213 , 137 

） 
※ 

(-) ( 1 . 1) (0.5) (47 . 9) (0.2) (0. 8) (0.2) (49.4) (100.0 

30 
20 2 , 137 1 , 1 34 101 ,729 1 ,036 1 , 130 42 8 137 , 125 244, 739 

)
* 

(-) (0.5) (0. 9) (41 . 6) (0.4) (0.5) (0.2) (56.0) (100 0 

35 
14 1 , 761 1 , 042 95 , 135 1 ,797 520 477 l60, 885 261 ,631 

(-) (0. 7) (0.4) (36. 3) (0. 7) (0.2) (0.2) (61 . 5) (100 .0) 

7 1 ,314 1 ,046 35 , 917 161 176,59 8 3 ,561 21 8,604 
40 

(-) (0.6) (0.5) (16.4) (-) (0. 1) ( 80. 8) C l . 6) (100.0) 

注） 1 .  三重県 『三重県史 」 別編統計， 454-455頁よ り作成 。 調査時期は年度末で， 調税対象の車両数を掲 げた も
の である。 ( ) は比率を示す。 四捨五入の 関係で100%になら ない と こ ろ もある。 ※印を付す。

2 .  「荷車」 は 「第七及大八車」 「中及小車」 の計である。
3 .  『1937年県統計書』 以降， 無税の車両数も掲載さ れており， 「荷車」「 リ ヤ カ ー」 の無税車両が多 い。 1938

年度から， リ ヤ カ ーは課税対象 と なる。

Cm) 三重県 『三重県 史 」 別編統計 (1989年） 455頁。
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第11表 三重県下 （名古屋鉄道局管内） の旅客 ・ 貨物 自動車 (1 92 9年末） （単位 ： 両）

乗 用 自 動 車 貨 物 自 動 車 総 計
郡 市 別

自 家用 営 業 用 計 自 家用 営 業 用 計 自 家用 営 業 用 計
四 日 市 14 16 30 6 50 56 20 66 86 
貝 弁 郡 4 16 20 3 15 18 7 31 38 
三 軍 郡 4 33 37 3 25 28 7 58 65 
河 芸 郡 ， 1 1  20 1 1 9  20 10 30 40 
桑 名 郡 3 24 27 ， 15 24 12 3 9  51  
其 の 他 30 484 514 3 9  230 26 9 6 9  714 783 

計 64 584 648 61 354 415 125 938 1 ,063 

注） 名古屋鉄道局 『 中部 日 本の 自動車運輸 」 147. 406-407頁よ り 作成。 貨物 自動車は推定数。

宗であった ことを う かがわ せる。 乗用と して

は， 馬車． 人力車とも漸減傾 向となる。 とくに

自 動車の台 頭などにより， 人力車は漸減 した。
また 自 転車の 占めるウ エ イ ト が高まっていく。

自 動車については． とくに昭和初期以降のバ

ス ， タ ク シ ー ， ト ラ ッ ク な どの発達を あ げ ね ば

ならない 。 県下全体を概観 し たものではないよ

う だが， 1929年末現在の名古屋鉄道局管 内 （四
日市． 員弁． 三重， 河芸． 桑名の1市 4 郡） の

調査を掲 げると． 第11表のとおりで ある。 およ

その傾向は 把握できよ う 。 い ずれも県下産業経

済の中 枢地四日市地方を中心と した動きが顕著

で あ ったことが う かがえる。 当時旅客 自 動車運

輸では． 「就中バ ス 路線は 何 れも 省線に対 し 殆

ど 培養線 関係に 置かれて あるもの 許り」とい

う 。 貨物 自 動車運輸に関連 して， 四日市は北勢
地方唯一の都市で あり， 陸上交通機関と し ては
名古屋を起点とする関 西線． 当市を起点とする
三重鉄道， 四日市鉄道， 伊勢電鉄および桑名を

起点とする北勢鉄道． 伊勢電養老線があり． 海

運と しては四日市港を控え， 名古屋 ・ 桑名・常

滑 • 津 · 武豊 ・ 大浜等の近海をは じ め， 外国船

の出入りも多く， 商業殷賑をきわめていると記

していた。 そ して， 現在四日市には 5 6両の ト ラ

ッ ク があって· 「是等の 入津貨物 及雑貨 （石炭

・ 大豆粕 ・ 其の他肥料 ・綿• 菜種 · セ メ ン ト 等

—引用者注） を地方へ運搬 し ， 又地方より四

日市へ木炭 • 米 • 生茶等を連送 してをる」 とい

う 。 四日市周 辺の町村を含めた場 合， これらの

輸送 ト ン 数は少なく見積っても， 「 『ーケ 年九万

七千四百五十五頓』 を下らず， 四日市附近にお
ける商工業の助長発展に 貢献せること頗る大な

るものがある」 と結論づけていた (427) 。 四日市

市 内 の タ ク シ ー業者は 7 C四日市 自 動車株式会

社， 個 人 6) . 車両数は15両， 車種は シ ボ レ ー

が中心で あった。 車種は ト ラ ッ ク も同 様で， 次
い で フ ォ ー ド が 多 い (428) 0 

ともあ れ， 鉄道免許の濫発の結果， 自 動車輸

送の発達も加わって， 昭和初期以来， 交通調整

ない し 交通統制 問題が 台頭 して く るので あ っ

た。 第1段階の始まりは， 昭 和初期のことで あ

る。 たとえ ば， 1930年秋に日本交通協会主催の

交通事業経営講習会において， 阪急専務取締役

の上田寧は， こ う 述べていた。 すなわ ち ， 同 年
9月末のデー タ によると， 地方鉄道法による免

許会社は 378社 （ う ち 開業261社） ， 軌道法によ

る免許会社は18 3社 （ う ち 開業14 9社） であるが，
開業 410社の う ち その 3分の1は 無配当で あっ

た。 そこで交通網の整理， 積極的な交通網の統
制を提言 していた。 その方向と して. ( 1)合併合

同 ， ( 2 )提携協調の 2つをあ げ， 「 既設会社を育

て 汀 行 く と云ふことが合理化の要索で あら う と

考へるのであります」 と主張 していた (429) 。 自

Cm) 名古屋鉄道局 『中部日本の自動車運輸J (1930 
年 ） 147, 150 , 40 8, 412頁。

Cm) 同上, 153-154頁。
(429) 上田 寧 「電気鉄道の経営」 （ 日 本交通協会 『交

通事業 の 経営J 発売巌南堂 書店， 1931年）195-
20 6頁。
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社の例を引きながら， 副業の重要性にも言及し

ている (430) 。 そこには関西私鉄大手 5 社の 1つ

としての 自 信とともに， それらを核とした適切

な競争関係， 分担関係をつくり 出 すという意味

での交通調整への意気込みを読み取れよう。 私

鉄会社の70%近 く が無配であった1932年の最悪

時の 全国 デ ー タ は， 前に指摘した とおりであ

る。 この点に関連して， 別のデ ー タ によると，

積極策が災いして困難な状況に陥った京阪は別

と して， 関西の他の大手4 社は兼営部門の割合

が高 く ， 本業 （電車）の打撃を兼業で カ バ ー で

きた面があったといえよう。 1934 年上期のデー

タ （営業利益の事業別割合）によると， 南海 （本

業63 . 7%, 兼業3 6 .3 % <電燈電力3 7 . 9 %, 自 動

車 △0.2%, 遊園 • 土地建物△1.4 %〉） は配当

率 1割， 阪急 （本業48. 5%, 兼業51. 5% <電燈

電力8.4 %. 遊園 • 土地建物8.4 %, 百貨店34 . 7

％〉）も 1割配当 ， 阪神 （本業42.3 %, 兼業57 . 6

％ く電燈電力4 5.2%. 遊園 • 土地建物12.4 %〉）

は 9 分配当， 大軌 （本業85 .0%, 兼業14 .0%<電

燈電力 13 .0%, 自 動車0. 9 %, 遊園 • 土地建物

0. 1%〉） は 配当 率 8分で あった (431)。 もっと

も， 兼業部門を余り持たない 「関東型」 私鉄に

対し， 「 関西型」私鉄の特徴である副業経営の重
要性は， 戦時中次第に失われていった。 とくに

1942年の電力 事業の統合によって収益性の高い

配電部門を喪失したのが大きい。 なお 阪急は，

小林 イ ズ ム が徹底して い たこともあって， 他社

に比べると， 鉄道省や逓信省な どからの天下り

重役は少なかった。

次に， これまで述べてきた鉄道の三重県下に

おける位置づけを行っておきたい。 第12表は，

1925 年から1940年に至る省線と私鉄の輸送分担

比率を示したもので， 併せて第13 表に会社別の

輸送実績を掲 げておく。 いずれも運賃収入によ

る比 餃である。 第12表からまず第 1に， 国有化

された 旧 関西鉄道線， 旧 参宮鉄道線， そ して

(!30) 同上， 206-216頁を参照。
(131) 大阪市役所 『昭和大阪市史」 第五巻 (1952年）

34頁。 △印 は欠損を示す。 阪神， 大軌の事業別割
合は100%と な ら ないが， 原典のま ま と した。

19 11年7月に山 田 ・ 鳥羽間を全通した鳥羽線．

それに改正鉄道敷設法による名松線． さらに紀

南の人た ちの悲願であった紀努線等の省線と県

下の鉄軌道会社の輸送分担比率をみると, 1925 

年現在では． 省線の84 %に対し． 私鉄は16%と

なっている。 県下私鉄網の拡大に伴い． 私鉄の

輸送比率は, 1930年は3 6%. 193 5 年は40形へ上

昇し， 逆に省線の分担比率は漸次低下していっ

たことがわかる。 残念ながら, 1940年の省線デ

ー タ は 記載されて いないため． 比 較 できない

が， この 年8月には紀勢西線と紀勢中線の接続

がなったから， 三重県下における省線の比重は

再 び上昇したのではないかと思われる。 紀勢中

線が江住に達し， 串本 • 江住間を開業した8月

8日をもって， 紀勢中線は消滅し （紀勢西線に

編入）， また同 じ 日 付けで 新宮 • 紀伊木本間が

開業した結果． 和歌山 • 紀伊木本間が結ばれる

こととなっ た からである。 紀勢西線と紀勢中線

の連絡全通は． 南紀への交通を一本化した。 第

2次大戦前の紀勢線の開通は． 和歌山 から紀伊

木本に至る223 .2キ ロである （ヽ32) 0 

ここで． 紀勢西線全通に伴う地域社会への影

響をみて おくと． まず全通が8月 の夏休み中と

いうことも加わって， 早くも 1カ 月後には観光

ラ ッ シ ュ を呈した。 物資の輸送で は． 当 時 「多

年の商慣習 から海運が捨てられず新宮 駅発送の

二割は鉄道． 八割までが海運によっているが」 ，

やがてこの比率は逆転するだろうと鉄道省側で

はみていた (433)。 三重県下の地元紙も． 第 5 図

のような線路図を 示すとともに． 「待望こ > に

廿余 年． 南紀走る処女列車， けふ盛大な祝賀式

挙 ぐ」 「陸の孤島に鉄輪の響， … … 歓喜に湧く紀

勢新線」 と大きく報 じた。 木本町で は鉄道開通

祝歌が発表された。 曲は愛国行進曲調であった

(4341。 木本駅から新宮 駅まで． 記者の 「処女列

車便乗記」も載せている (435)。 同紙は， また 7 回

(432) 紀勢線の建設過程については， 前掲拙著 『 日 本
の地方鉄道網形成史」 第 5 ー第 8 章を参照。

(433) 大阪朝日新聞和歌山版， 1940年9 月 11 日付。
(434) 伊塾新聞， 1940年8月 8 日付。 同 8月 9 日付夕

刊。
(435) 同上 (1940年8月 9 日付夕刊）。
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年 次
計

3,383,312 
1925 (42 .5) 

〈100 .0〉
2 ,922 ,651 

30 (33 .0) 
〈100 .0〉

3 ,255 ,546 
35 (32 .6) 

〈100 .0〉

40 (-) 

〈-〉

年 次
計

197,467 
1925 (2 5) 

〈100 .0〉
324 ,968 

30 (3 . 7) 
〈100 .0〉
534 , 550 

35 (5 .3) 
〈100 .0〉※ 

40 (-) 

〈-〉

年 次
計

1 ,277 , 203 
1925 (16 1) 

〈100 .0〉
3 , 181 ,329 

30 (35 .9) 
〈1000〉

4 ,032 , 725 
35 (40 .3) 

〈100 .0〉
4 ,683 , 575 

40 (100.0) 
〈1000〉

三重県下の ロ ー カ ル私鉄 と大軌 ・ 参急資本の動向(3) C武知）

第12表 三重県下 に お け る 省線 と 私鉄別の輸送実績 （単位 ： 円， ％）

関 西 線 （旧関西鉄道） 参 宮 線 （ 旧参宮鉄道）
旅 客 小手荷物 貨 物 計 旅 客 小手荷物 貨 物

1 ,908,618 148, 123 1 ,326, 571 3 ,094 ,328 2 , 358,608 99, 160 636 , 560 
(38.9) 

〈56.4〉 〈4. 4〉 〈39.2〉 〈100 .0〉 〈76.2〉 〈3.2〉 〈20.6〉
1 , 557 ,904 97 ,399 1 , 267,348 2 ,415 , 175 1 , 788,339 89 , 288 537,548 

(27.2) 
〈53.3〉 〈3. 3〉 〈43.4〉 〈100 .0〉 〈74 .0〉 〈3. 7〉 〈22 .3〉

1 , 702, 226 102 ,322 1 ,450 ,998 2 ,076, 973 1 ,445 ,548 88,354 543, 071 
(20.8) 

〈52 .3〉 〈3 . 1〉 〈44 .6〉 〈100 .0〉 〈69.6〉 〈4.3〉 〈26 . 1〉

(-) 

〈-〉 〈-〉 〈-〉 〈-〉 〈-〉 〈-〉 〈-〉

紀 勢 線 名 松 線

旅 客 小手荷物 貨 物 計 旅 客 小手荷物 貨 物

104 , 301 5 , 128 88,038 
(-) 

〈52 .8〉 〈2.6〉 〈44.6〉 〈-〉 〈一〉 〈一〉 〈一〉
229,666 12 ,206 83 ,096 24 ,668 17 ,044 881 6 , 743 

(0.3) 
〈70.7〉 〈3 .8〉 〈25 .6〉 〈100 .0〉 〈69 . 1〉 〈3.6〉 〈27 .3〉
360,939 21 ,430 152 , 181 99 , 3 12 46,821 2 , 6 1 1  49,881 

( 1 . 0) 
〈67.5〉 〈4.0〉 〈28.5〉 〈100 .0〉 ※ 〈47 . 1 〉 〈2 .6〉 〈50 .2〉

(-) 

〈-〉 〈-〉 〈-〉 〈-〉 〈-〉 〈-〉 〈-〉

鉄 軌 道 会 社 （計） 総 計
旅 客 小手荷物 貨 物 合 計 旅 客 小手荷物 貨 物

1 , 277, 203 7 ,952 ,310 5 ,648 , 730 252 ,41 1 2 , 05 1 , 169 
(100 .0) 

〈 100.0〉 〈一〉 〈一〉 〈100 .0〉 〈71 . 0〉 〈3 . 2〉 〈25 . 8〉
2 ,819 ,068 70,219 292 ,042 8 ,868,791  6 ,412 ,02 1  269,993 2 , 186, 777 

( 100 .0) ※ 〈886〉 〈2.2〉 〈9 . 2〉 〈100 .0〉 〈72 3〉 〈3 .0〉 〈24 .7〉
3 , 583, 524 69 ,628 379 , 573 9 ,999 , 106 7 , 139 ,057 284 ,345 2 , 575, 704 

( 100.0) 
〈88 .9〉 〈1 .7〉 〈9.4〉 〈100.0〉 〈71 .4〉 〈2 .8〉 〈25 .8〉

4 , 158, 180 74 ,869 450, 488 4 ,683 ,537 4 , 158, 180 74 ,869 450, 488 
(100.0) 

〈88. 8〉 〈1 .6〉 〈9.6〉 〈100.0〉 〈88.8〉 〈1 .6〉 〈9 .6〉

注） 1 .  前掲 『三重県史』 別絹統計， 456-462頁よ り 作成。 調査時期は省線が年度分． 社線は1925年が12月末， 他
は各社決算期間の 1 カ 年分の数値であ る 。 （ ） は路線別の比率， く 〉 は部門別の比率を示す。 四捨五入の
関係で100% に な ら な い と こ ろ も あ る 。 ※印を付す。

2 .  関西， 参宮の両社は， 1907年国有化 さ れたが． 旧社線の表記に従 っ た。 旧参宮線 は国鉄鳥羽線延長を含む。
3 .  紀勢東線の最初の開通は1923年の相可 ロ ー栃原間であ り ， 以後漸次路線を延ばす。 1939年ま で は相可ロ 一
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尾餞までの紀勢東線であり，1 940年は木本一鵜殿の紀勢西線を含むことになるが，同年度の数値は記載され
ていない。 なお相可 口 の鉄道輸送は参宮線に入れている。

4 . 名松線は1 929年松阪ー権現前間が開通 し， 漸次路線を延ば し，1 935年に伊蟄奥津まで延長される。 なお松
阪駅は旧参宮鉄道に含む。

5 .  各社総数の内訳は，捉老電気鉄道 ・ 北勢電気鉄道 ・ 桑名電軌· 三岐鉄道 ・ 三重鉄道・四 日 市鉄道 (1 931年
以降は三重鉄道） • 安濃鉄道・中勢鉄道・伊勢電気鉄道 ・ 伊賀電気鉄道 （の ち参宮 急行電鉄） • 松阪電気鉄
道・ （三重） 合同電気 （の ち 東邦電カ ・ 神都交通） • 朝熊登山鉄道 (1 928年以降は く三璽＞ 合同電気）・ 志摩
電気鉄道であ ろう。 なお1 922年創立の三重合同電気は，1 930年合同電気と改称する。

第1 3表 三重県下 における鉄軌道会社別の輸送実績 （単位 ： 円， ％）

揖 斐 川 電 気 北 勢 鉄 道
年 次 ↓ ↓ 桑 名 電 軌 三 岐 鉄 道 三 重 鉄 道 四 日 市 鉄 道 安 濃 鉄 道

養 老 電 気鉄道 北勢電 気鉄道

1 925 
66,625 1 1 5 ,309 30,450 72, 795 6,308 
(5 .2) (9 . 0) (2.4) (5 . 7) (2 . 1 )  

30 
1 35 ,098 28,557 48,049 22 ,749 

(4 . 2) (0.9) (1 . 5) (0 .7) 

35 
1 20 , 1 57 21 , 329 206,846 1 03 , 428 1 5 ,636 

(3 .0) (0 .5) (5 . 1 ) (2 .6) (0.4) 

40 
271 , 31 0  35 , 066 31 9 , 1 30 60,872 25,495 

(5.8) (0 .7) (6.8) (1 . 3) co 5) 

伊 賀 鉄 道 （三厘） 合同電気
伊 勢 鉄 道 ↓ 松 阪 鉄 道 ↓ 朝 熊 登 山 志 摩 電 気

年 次 中 勢 鉄 道 ↓ 伊賀電気鉄道 ↓ 東 邦 電 力
鉄 道 鉄 道

総 計
伊勢電気鉄道 ↓ 松阪電気鉄道 ↓ 

参宮急行電鉄 神 都 交 通

1 925 
1 05 ,003 1 95 ,303 1 81 , 655 84 ,677 357 ,240 41 , 538 1 , 277, 203 

(8. 2) (1 5 .3) (1 4 . 2) (6. 6) (28.0) (3.3) (1 00.0) 

30 
1 54 , 203 1 ,408,982 649,352 1 08,057 490,1 82 1 36 , 1 00 3 , 1 81 , 329 

(4 9) (44 3) (20.4) (3.4) (1 5 .4) (4 .3) (1 00.0) 

35 
42 ,949 954 ,532 1 ,974,420 71 ,033 371 ,948 1 50 , 447 4 , 032, 725 
(1 . 1 ) (23 . 7) (49 .0) (1 . 8) (9 .2) (3 .7) (1 00.0) ※ 

40 
70 , 037 3 ,034 ,41 1 1 21 ,4 1 0  460 ,048 285, 758 4 , 683,537 
(1 .5) (64.8) (2 .6) (9 .8) (6.1 ) (1 00.0) ※ 

注） 1 . 同前，463- 466頁より作成。 謡査時期については， 前表注 1 と同 じ 。 「運賃」 は 1 カ年の実績であるが，
1 925年以前は 「旅客」のみで， 1 926年以降は 「旅客」 「小手荷物」 「貨物」 の合計である。 （ ） は各社別の
比率を示す。 四捨五 入の関係で1 00%にな ら ないところもある。 ※印を付す。

2 . 揖斐川電気については，三重県通過分のみの数値であるが， 1 927年に新会社捉老電気鉄道に譲渡され，さ
らに1 929年伊勢電気鉄道へ吸収合併される。 軽便鉄道と して産声をあげた北勢鉄道は1 934年北勢電気鉄道と
改称する。

3 . 四 日市鉄道は1 931年の合併により，同年以降三重鉄道の欄に含まれる。 安濃鉄道は1 944年全線休止となり，
桑名電軌も同 じく1 944年に廃止される。 大 日 本軌道伊勢支社を引き継ぎ，1 920年に新設された中勢鉄道も，
1 943年に解散する。

4 .  伊勢鉄道は1 926年伊勢電気鉄遣と改称され，1 936年参宮急行電鉄と合併する。 伊賀鉄道は1 91 7年伊賀軌道
を改称 したもので，さ ら に1 926年には伊賀電気鉄道と改称，1928年大阪電気軌道に吸収合併され，伊賀線は
参宮急行電鉄に賃貸 しとなる。 そ して， 1 931年参宮急行電鉄が大阪一宇治山田間を全通させると同時に， 伊
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賀線の譲渡も受けた。
3 .  参宮急行電鉄は1940年に関西 急 行電鉄を合併 し． 翌1941年には大阪電気軌道と合併し， 関西 急 行鉄道と商

号を改めた。 そ して, 1944年南海鉄道との合併により，近畿 日 本鉄道となる。 1940年 の 関西急行電鉄の数値
は こ こに含まれている。

6 .  松阪鉄道は1919年松阪軽便鉄道を改称したもので， さ ら に1926年には松阪電気鉄道とな る。 朝熊登山鉄道
は1925年 開通するが， 1928年には （三重） 合 同電気に吸収合併 さ れる。

7 .  C三重） 合同電気の鉄軌道経営は1922年に伊勢電気鉄道 （初代， 元宮川電軌） を合併した こ とによる。 さ
ら に1937年東邦電力の経営に移り， 1939年には神都交通として引 き 継がれる。 こ の神都交通を母体に1944年
には三重交通が誕生する。 北努電気鉄道 ・ 三重鉄適 • 松阪電気鉄道 ・ 志摩電気鉄道な ども合併 さ れた。

第 5 図 省線木本 • 新宮間全通線路図

注） 伊勢新聞， 1940年 8月 8 日 付による。

にわた っ て， 「鉄輪の響き と 共 に」と 題して， 関

係識者の談話を連載している。 各界代表 と も鉄

道開通を喜び． 当局 と 交渉し． その恩恵に浴し

たい と している。 まず木本木材商組合長は． ぃ
ろいろ研究したいが， 「 目 下の と ころ 熊野地方

と しては木材輸送は船が便利だ」 と語 っ た (436) 。

紀南の木材集散地である鵜殿村の木材業者は，
「原材の輸送は 依然 と して 船の方が便利かも知

れ ないが， 製材品の輸送は断然汽車が便利 と な

るだろう」 と 語り， 「配車が問題」 と 注 目 した。

石原産業 紀州 鉱山では． 「鉱石輸送は勿論． 物

資輸送も利便」 と 期待した (437) 。 木本商工会長
は 「商 人の利 潤時代はもう過去のこ と だ． 鉄道

を利用し て 国 策に 貢献する といふ方向に進まね
ば 駄 目 だ」 「京阪からの商品は 船を利用してい
たが． これからは 便利 な 汽車になる」「工場誘
致な ども大いに考へね ば ならぬ緊急事である」
と語 っ た (43�) 。 地元の紀新銀行頭取は． 今まで

極端に不便な土地であ っ た関係上． 県下の他地

方に比べ， 「預金貸 出共 利率が 一． 二分高い」
情勢にあ っ たが． 交通が開けて便利になるに従

ぃ ， 「利率の引下」 げを行わ ね ば ならない と 述

Cm) 同上， 1940年 8月 8 日付。
Cm) 同上， 1940年 8月15 日 付。
(138) 同上， 1940年 8月 9 日付。

べた (439) 。 南紀バ ス 支配 人 は 「観光バ ス と して

積極的に進む」 と 述べ， また 「木本一尾殻間並

に尾鷲港を中心と した沿岸に巡航路線を持つ」

熊野商船会社重役は 「 木本から尾鷲へ船旅も便

利」 と語 っ た (440) 。 木本 町長も「観光地 と して

の施設に遭進」 したい という。 御 船村長も 「観

光地の紹介に主力を注 ぐ 」 と 語 っ た (441> 。 木本
町の漁業界も， 鉄道開通 による 「利益は相当大

きい」 と 期待 している。 組合長は． た と え ば

「木本へ集まる ジ ャ コ の数は 相当多数に達し」．
これまで 「輸送方法は尾鷲まで巡航船で それか

ら汽車便を利用していた， 今後は直接汽車で大

阪， 神戸へ向けられる訳だ． シ ビは東京 沼津方
（の脱力）

面へ 出ているが． これも和歌山廻り汽車になる

だらう． 勿論鮮魚列車で鮮魚をどし どし大阪市
場 へ出るこ と必然である」と語 っ ている。 魚類

の輸送関係について． 木本町の某魚問屋は． 鉄

道開通を機会に． 木本に は 製 氷会社が ないので

「 製氷会社設立 と 築港の完成」 を期待する と 語

っ た。 さらに 「鮮魚列車も今の と ころ勝浦が主
と してこれを利用するこ と でし ょ う． 勿論乾魚

の輸送には直 ち に鉄道を利用します」 と 述べて

Cm) 同上，1940年 8月10 日 付。
(HO )  同上， 1940年 8月11日付。
CHI)  同上， 1940年 8月14 日 付。 15 日 付。
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いる (442) 。 その他， 柑橘業に関しての沿線町村

長の談話をみると， 市木村長は 「 柑 橘の出荷 に

至大の利便」 と語った。 す な わ ち ， 従来は名古

屋へ船で出していたが， 今後は鉄道で大阪へ直

通するので， 将来は名古屋市場よりも割りのよ
い大阪市場へ， また「東京方面への出荷も鉄道

を利用して和歌山廻りとなることと思ふ」 とい

う 。 神志山村長 は 「先づ村 内の産業道路を開発
し， … • • • ド ン ド ン 共 同 出荷をして 柑橘の新しい
市場 を 開拓」 したい， 阿田和町長は 「特産温

州 聖 柑の 出荷に 主力」 を置 く な どと 述べてい
t· (443) 

゜

再び前掲第12表に戻ろ う 。 第2に， 省線で は ，
各 年度とも関西線の貨物輸送の比率が高< . 参

宮線の方は伊磐神宮への参拝客を反映して旅客

輸送が 多くなっている。 紀勢線の利用者 は路線

網の拡大 に伴い増加しているが． そ の飛躍 は将

来のことであった。 名松線はまさに ロ ー カ ル鉄
道である。 同 Jレ ー ト は1922年の一般に改正鉄道

敷設法と呼ばれる予定線 （名張 • 松 阪間） の1

つに指定されていた。 大軌 ・ 参急資本が直通で

宇治山田へ延びて来た （現近鉄大阪線） ため．

名張までの乗り入れが実現しな かったのは， 前

に指摘したところ である。 輸送分担比率の高ま

った私鉄は． 省線に比べ． 圧倒的 に旅客輸送を
主体としていたことが わかる。

第 3に， 第13表から， 各社の詳細 な推移は割

愛せ ざるを得ないが． 三重県は全国的にみても

ロ ー カ ル私鉄の発達した地域であることを再確

認で き よう(444) 。 まず， 1925年現在では． 三重

合 同 電気経営の軌道線および乗合 自 動車 0 918

年参宮 自 動車を吸収合併） の分担比率が群を抜

いて高く， 28形 に達していた。 の ち 自 動車部門

は切り離し， 山田 ・ 内宮前間 他の軌道だけを経
営することに なる。 次 い で． 伊勢鉄道 （伊勢

(442) 同上， 1940年 8月13日付。
(443) 同上， 1940年 8月14日付。
CHO 松阪軽便鉄道 （松阪鉄道， 松阪電気鉄道） の詳

細なら びに各社の簡単な歩みは， 前掲拙著 『日本
の地方 鉄道網 形成史」第 1 章を参照。 伊賀鉄道
（伊賀電気鉄道） および志摩電気鉄道について も ，
第2 章で詳説している。

電） ， 伊 賀鉄道（のち 大軌へ合併） の2社が15%
前後を占めてお り ， 北努鉄道 （のち 阿下喜 • 桑
名町間全通） の比率 は 9%であった。 他の各社

は数形である。 三重鉄道は， 1916 年に免許を得

たが， 内容的 には1912年四 日 市 ・ 四郷問を開業

した三重軌道を 「鉄道」 に変更したものとい え

る。 1931年四 日 市鉄道を合併し， の ち 諏訪 • 湯

ノ 山間他を経営した。 朝熊登山鉄道は伊賀軌道
の田中善助 ら が設立したもので， 楠部 • 平岩間
は鉄道， 平岩 • 朝熊岳間はケ ー プ ルであった。

本線が三重合同 電気の軌道線に接続しているこ

と， また電力の供給源が 同 社であることか ら ，

1928年三重合同 電気に合併された。 朝熊山上に

ある金剛証寺を 「伊勢へ 詣 ら ば朝熊をかけよ，
朝熊をかけね ば 片参宮」とい う キ ャ ッ チ フ レ ー

ズで宣伝したことはよ く 知 られている。 松阪鉄

道 （松 阪電気鉄道） は， オ賀電機商会のオ賀藤

吉が一枚かんでおり， 1912年か ら1913年にかけ

て， 本線の大石線 （松阪・大石間） および延長

支線の大 口 線 （平生町 ・ 大 口 間） を開通させて
し ヽ た。

第 4 の特徴は， 1930年の場合， 伊勢電が 4 4 %

強を占め， 第1位となり， 次 い で20形強の大軌

伊賀線が続 き ， 合 同 電気経営の路線は15%台 に

低下したことである。 志 摩電気鉄道は， 1924年

志州電気鉄道として， 鳥 羽 町 ・ 鵜方間の免許を

受けたことに端を発する。 創設過程 ば波乱に富

んだものであったが， 1929年に鳥羽 • 真 珠港間

を開業した。 三岐鉄道の成立過程は随分と曲折

があった。 基本的には， 明 治期以来の念願の努
江 ）レ ー ト の鉄道の一部を実現したものとい える

が， この）レ ー ト は改正鉄道敷設法 による予定線

の1つにも指定されていた。 三岐鉄道成立の具

体的な経緯は， 藤原岳の開発をめ ぐ る小野田セ

メ ン ト と浅野総一郎の対立にさかのぽる。 浅野

は東京湾 埋立会社による塩浜村旭地区の埋立を

計画し， 1928年に認可を得ている (
'45) 。 それぞ

(HS) 浅野の東京湾埋立会社による計画については，
前掲 『四日市市史」第十二巻 史料編 近代 II , 768 
-770頁を参照。
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れ製品や 原料の 運搬の た め， 小野 田 は 員弁鉄
道， 浅野 は 四 日 市セ メ ン ト を興 こ し て 開発に乗
り 出 し た伊藤伝七 と 結 び藤原鉄道を計画 し た 。
競願状態 と な っ た わ け で あ る が， 一本化 さ れ，
藤原鉄道の名称で免許 を 申 請 し た 。 1928年 に 免
許 を受 け ， 創立総会で社名 を三岐鉄道 と 改称す
る 。 こ の計画に対 し て は， 北勢鉄道か ら ， 営業
上少 な か ら ぬ影 響が あ る と の陳情書が 出 さ れ た
り ， ま た 四 日 市 ・ 三重両鉄道へ及ぽす影 響 も 調
査 さ れ た が， 影 響は少 な い と し て認可 さ れ た の
で あ る (446) 。 三岐鉄道の 資 本金 は 600万 円 ， 小
野 田 ・ 浅野 ・ 地元有志の 3 者で 3 分の 1 ずつ分
担す る と し た 。 1931年 7 月 富 田 ・ 東藤原間23キ
ロ 余の 開業 （旅客は ガ ソ リ ン カ ー ， 貨物 は 蒸気
機 関車） に こ ぎ つ け た 。 小野 田 セ メ ン ト は藤原
村 に 4 万5 , 000坪の 土地 を買収 し て 操業 に 至 る
が， 浅野 セ メ ン ト は川島村 に工場建設を予定 し
た も の の ， 土地の 「小作人」 と の ト ラ プルが発
生 し ． 結局断念 し て し ま う 。 こ の鉄道 は太平洋
側 と 日 本海側 を最短）レ ー ト で結ぷ産業鉄道を め
ざ し た も の と い え よ う が． 最初 の 構想 と は 別
に， 経営上西藤原 （ 同 年12月 に延長開業） 止 ま
り と な っ て い る 。

第 5 に ， 1935年以 降． 合同電気 （東邦電力 →
神都交通） の比率 は さ ら に低下． 伊勢電 も 同様
で あ っ た 。 こ の間， 引 き 続 き 東へ， そ し て 北勢
地方か ら 名 古屋への進 出 を め ざ し た 参急 の積極
経営が 目 立 っ て く る 。 1935年 に は49% を 占 め る
に至 り ， 翌年伊勢電を合併 し た 。 さ ら に， 1938
年 6 月 桑名 • 名 古屋間 を別会社関西急行電鉄の
手で完成 さ せ， 1940年 1 月 こ れ を合併す る 。 こ
の結果． 同年の参急の 輸送分担比率 は65%弱 と
な り ． 三重県下の私鉄網 を ほ ぼ独 占 し た の で あ
っ た 。 こ れ に 大軌が加わ る わ け で あ っ た か ら ．
大軌系 グ ル -- プ の役割 は こ の数値以上の重要性
を持 っ た こ と は い う ま で も な かろ う 。 1941年 3
月 大軌 と 参急 は合併 し． 商号 を関西急行鉄道 と
改め た の で あ る 。 戦時交通統制 を 背景に， 一層
そ の基盤は強化 さ れ た と い え よ う 。

(HG) こ の点 （「陳情書」 「影靱調」） も， 同上， 528-
529, 531-532頁に紹介さ れてい る 。

と こ ろ で， 戦時交通統制の展 開 は ， 陸上交通
事業調整法公布 (1938年 4 月 . 8 月 施行） が国
家総動員法公布 (1938年 4 月 . 5 月 施行） ， と
ほ ぽ 同時期で あ っ た か ら ． や は り 調整法制定以
前 と 以後で は 大 き な性格の違いが認め ら れ る こ
と を， さ き に指摘 し て置 い た。 自 主的統合への
努力 か ら 法律 を 背景 し た交通調整へ の 取 り 組み
が 行わ れ る に 至 っ た の で あ る (

4
4

7) 。 中川正左
（元鉄道次官） の 言 に よ っ て ， 調整法制定前後
の状況をみ る と ， ま ず1936年刊 の著書で 「真の
交通事業 の合理化」 と は 「鉄道固有の任務 で あ
る 遠距離 且つ 大量輸送を 遂行せ し むべ き で あ
る 」 と し た う え で， 交通事業を統制す る 目 的 は，
(1)社会公衆の利益を主た る 目 的 と す る 統制， (2)
交通企業者 の 経営難打開 を 目 的 と す る 統制， (3)
前 2 者を 同 時 に 目 的 と す る 統制の 3 種 に 分 け
ら れ る と し て い た (448)。 そ の後制定公布 さ れた
調整法 に 関 連 し て， 「我国 の 陸上交通事業 は，
動 も すれば， 併立競争 の 弊 に 陥 り 」 と 指摘 し て
い る 。 恒久的調整方策 と し て は 「会社の合併又
は設立。 事業の譲渡又 は譲受」 に 向 け て の慎重
な 審議を 説 く に 至 っ た の で あ る (449)。 こ と に
1940年 2 月 公布の 陸運統制令 は， 翌年1 1 月 全面
改正公布 さ れ， 太平洋戦争 勃発 に対処 し た の で
あ っ た 。 こ の 頃 は企業の合理化の観点か ら ， た
と え ば南海 と 阪和の合併や 同系の大軌 と 参急 の
合併を み る よ う な段階 だ っ た と い え よ う 。 し か
し ， 1942年11月 に は 関 門 ト ン ネ ル旅客運輸営業
を開始 し， 戦時陸運非常体制の実施 に伴い列車

(HJ) 本稿 に関連す る 戦時下に お け る 基本文献を示す
と， 田 中喜ー 『陸上交通統制論」 （巌松堂 害店，
1940年）， 同 『各国陸上統制策」 （巌松堂 書店，
1942年）， 長崎惣之助 「戦時経済 と交通運輸J (産
業経済学会， 1941年）， 東亜交通学会 「東亜交通
論集(-)」 （発売国際交通文化協会， 1 942年）， 松
山斌 「交通経済論」 （千倉書房， 1 943年）， 堀木鎌
三 「総力戦と輸送J (交通研究所， 1944年）， 柏原
兵太郎 『生産決戦への活路」 （柏葉書院， 1944年）
な どがあげ ら れよ う 。

Cm) 中川正左 『交通原論J (春秋社， 1 936年） 70-
71頁。

Cm) 同 「陸上交通事業調整法の 運用 に就いて」 （鉄
道同志会 「鉄道軌道経営資料」 1939年 1 月 号）
- 4 頁。

- 45 ( 45 ) -



第41巻 第 1 号

時刻の改正 （準戦時型旅客ダイ ヤ）が行われた。

そして． 翌 年2月には 戦時型旅客 ダ イ ヤ と な

る。 このような1943 年前後にかけての変化は，

戦時交通統制のあり方 とも照応するであろう。

後述の諸点も合わせてみた場合， 同 年後半以降

はその最終段階， 仕上げの意味を持った と思わ

れる。 つまり京阪神急行電鉄や近畿 日 本鉄道の

誕生にみられるように， 政府の強い勧奨． 強制

力をもった形で企業の統合が行われるこ と にな

ったのである。 そこでは， 何よりも軍部ならび

に 監督局統制派の 意向が 先 行していたので あ

り， 各社は国策に順応するほかなかった。 資本

関 係を超えたこれらの合併は， 戦力増強のため

の措置 と して， 1943 年から1944 年にかけての南

海 山手線など22社の戦時強制買収 と 相まって．

戦時輸送力の確保がその前提 と なっていたので
ある。 1943 年3 月4 日 の鉄道局長 および地方施

設部長会議において． 八 田 嘉明鉄道大臣は， 「 昭

和 十八 年度予算は戦時陸運非常体制確立の本格

的実施の第一歩に対するものであります」 と し

たうえで． 「 時局は 洵に重大であります。 国有

鉄道を始め全陸運に課せられたる使命は益々重

加して参ります。 繰りかへして 申しますが施策

のすべては戦力増強の一点に集中されね ばなら

ぬのでありまして． その実行に当っては考へ方

を徹底的に戦時的に切替へ． とかく陥り易い平

時的な考え方を払拭し， 百の議論よりも一の実

践を重ん じて新なる構想の下に迅速なる処理を

願 ひたい と 存ずるのであります」 (450) と 挨拶し

ていた。

また戦時下． 重要性の少ない路線を撤廃し．

その資材を転用しての関急名古屋線の複線化な

どは， 四 日 市方面における軍需施設の建設絡み

で進行したこ と に注 目 すべきであ ろ う。 何より

も軍部から． 重要物資ならびにエ員輸送の確保

が要請されたのである。 この政策転換の過程で

は． もはや地域のための交通． つまり地元の一

般利用者のこ と は考慮された と はいえず． 軍 需

Cm) 「三月 四日 鉄道局長及 地方施設部長会議に於け
る鉄道大臣 訓示要 旨」 （前掲長崎惣之助文書， 第
6 巻）。

優先で路線網の整備が行われた。 結果的に， 沿

線住民をは じめ， 一般旅客にも利便を与えるこ

と になったが， これは別の次元であろう。 さき

に戦時経済の深まった1943 年後半以降に戦時交

通統制は最終段階を迎えたこ と を指摘したが，

一方この頃から， 四 日 市方面に おいても， 「新

たな軍事会社の立地や， 繊維など既存平和産業

工場の軍事転換も進行する」 のであり， その流

れは軌を一にしていた。 1943 年 1月 に発足した

四 日 市採石株式会社も， 石原 産業等への石灰需

要を見込んで， 三岐鉄道の 日 比義太郎が浅野 セ

メ ン ト ヘも協力を 依頼して 設立した 会社であ

る。 また 「三菱重工業航空機製作所四 日 市工場

は， 東洋紡績四 日 市工場を 借用した もので あ

り， 鈴鹿にある三重工場の傘下で海軍戦闘機の

総組立用 部品を製作していた」 とみられる (451) 0 

こうみてくる と ， 大軌系 グ ル ー プが名古屋進出

を果たした意義は大きく， と りわけ沿線に軍 需
施設を得たこ と は飛躍のもう 1つの側 面であっ

た と みてよかろう。

最後に， 陸運従事員の動員態勢にふれておく
と ， 1943 年度においては 「一割余分 二 働ク運動」

を国鉄を中心 と して全陸運従事員に対し実施し

た結果， 前 年比 1割以上の増送をみた という。

1944 年度においては 「決戦非常措置要綱」 に対

応し2割増送を 目 標 と して 「非常増送連動」 を

4 月 1 日 より全国的に展開している。 この種の

奉公運動を総合的に展 開するために輸送報国部

隊を編成する方針を 固めている (452) 。 ち なみに

1 943 年度の 実絃を みる と ， 「重要物資其 ノ 他 ノ

貨物輸送 二 於 テ ハ戦前昭和十一 年度二 比 シ 約 二

倍 （前 年対比 ー五％増）， 旅客輸送ハ戦前 ノ 約

二倍半 （ 前 年対比一八 ・ 三％増）， 就中 工員輸

送ハ戦前 ノ 五倍二 昇 レ リ 」 というこ と で あっ

た。 さらに1944 年度に入る と ， 決戦非常措置要

網に基づく 「旅客輸送 ノ 制限（閣議決定）二付

テ ハ 既二 実施 シ 重要物資 ノ 輸送計画二付テ ハ着

着実施中 ナ リ ， 尚都市営電車二依ル夜間生活必

Cm) 岡田知弘， 前掲解説， 767頁。
Cm) 「『現情勢下二於ケ ル国政運営要網二 関ス ）レ陸運

方策」 ノ 措置二対ス ル処理経過」 （同上． 第10巻）。
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需品 ノ 輸送ハ東京及大阪二於テ 試行セ リ 」 と い

ぅ (453)。 し か し ， 戦局の進展に伴い， 輸送施設

の整備が叫ばれたものの， 資材の調達 は も は や

困難とな る 一方で， また労務員の不足も 甚だ し

く な っ た。 このた め， 軍部から悠憑された 関 急

神戸支線延長 は ． ついに実現をみなか っ た の で

あ る 。 1943年に完成 し た 四日市海軍燃料廠も，

原料不足や東南海大地震や空襲のた め 完全操業

に は 至らなか っ た。 こ う し て， 決戦下の輸送に

対 し て は責任感の昂揚など精神 面の強化， 奉公

運動 を最優先 し な け れ ばならな く な っ た。

Cm) 同上。

く付記＞ 本稿 作成にあたっては， 資料の 閲覧 その他
で， 三重県史編 さ ん室 ・ 四日市市史編さ ん室・三
重銀行をは じめ，運輸省鉄道局総務課・旧国鉄総
裁室文書課 • 東京大学経済学部図書室， 東京商工
会議所， 四日市商工会議所， 伊勢商工会議所など
の各位には大変お世話にな っ た。 同様に， 名古屋
鉄道株式会社広報宣伝部の伊藤正氏およ び追手門
学院大学教授宇田正氏にもご高配を賜わ っ た。 さ
らに， 三重大学教授桜谷勝 美氏の論文からも多大
の ご教示を得た。 こ こ に記 して， 心から謝意を表
する次第である。なお前 々 稿およ び前稿は誤植を
含め， 補正すべ き箇所があるが，こ れらは別の 機
会に譲る こ ととする。
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